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１．イントロダクション

カール・マルクスの『資本論』は，近代資本主義以降の社会経済システムの仕組みについての理

解の仕方に決定的な影響力を与え続けてきた。その中でもとりわけ，資本主義経済における労働搾

取のメカニズムについての議論は，資本主義経済への最も本質的批判の経済理論として，位置づけ

られてきた。このマルクスの労働搾取理論は，70 年代以降の「マルクス・ルネッサンス」期にお

いて活性化したマルクス経済学の数理的モデル分析アプローチにおいて中心的な論証の対象でもあっ

た。本稿は，アナリティカル・マルクシズムの，数理的マルクス経済学の分野における労働搾取論

に関する主要な貢献について概観する。数理的マルクス経済学における労働搾取論に関する主なト

ピックは，少なくとも２つ挙げる事が出来る。一つは，1970 年代に，置塩信雄や森嶋通夫等の貢

献を中心に展開してきたマルクスの基本定理についての研究の展開である。もう一つは，1980 年

代に見られた，ジョン･ E ･ローマーの貢献による「搾取と階級の一般理論」に関する研究の展開

である。本稿はこれら二点のトピックに関して，その主要な諸定理の紹介及び意義付けを行う事を

目的とする。

尤も，数理的マルクス経済学で論じられてきたトピックは，労働搾取論だけとは限らない。国際

レベルで著名なトピックに限っても，他にも労働価値の生産価格への転化論，利潤率低下の傾向法

則の論証問題，また，マルクス＝ケインズ的景気循環論などが 70 年代から 90 年代の初頭にかけて

展開されてきた。しかし私見に基づけば，現代の主流派経済学における進展を踏まえれば，現代に

おいても尚，主流派経済学の理論体系にはない独自性を有し，かつある程度の一般性を持った理論

的頑健性を維持し得るトピックは，労働搾取論くらいしかないと思われる。そうした観点に立って，

本稿では第一に，いわゆるマルクス経済学の前提する理論モデルが現代的一般均衡理論の枠組みの

中でどのように定式化され得るのかを明らかにする。第二に，マルクスの労働搾取理論の意義は従

来理解されてきたような，いわゆる資本主義経済における利潤の源泉を説明する為のそれではなく，

人々の人生選択に関する機会の平等の観点から資本主義経済システムを批判的に評価するための指

標としてのそれである事を明らかにする。第三に，この人生選択に関する機会の平等の観点を現代

的コンテキストで考えた場合，そのような観点に基づく指標としての，従来のマルクス的労働搾取

の概念に内在する限界点を明らかにし批判する。

このように本稿は，マルクス的労働搾取論の数理的分析に関する，既存の研究成果のサーベイ論

文であるが，そこには二つの特徴がある。一つは，従来，線形経済学の手法で主に数学的定式化さ

れてきたこの分野の概念であるが，現在ではいわゆる標準的な主流派経済学の大学院レベルのトレー

ニングを受けてきた若い経済学徒にとっても，線形経済学的手法は必ずしも馴染み深いものではな

くなってきている。それゆえに本稿では，彼らにとってより親しみやすい，現代的な集合論的一般
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均衡モデルの手法を用いて，マルクス的数理モデルを翻訳し直す様に心がけている。数学の基礎知

識に乏しい読者層にとっても，煩雑な計算を要する線形代数学的定式による表現よりも，むしろ集

合論的手法に基づく定式の方が，概念の直観的意味がより鮮明に理解しやすいと思う。第二に，に

も拘らず，実際の数理的分析に関する議論は，全て２×２行列のレオンチェフ経済モデルに翻訳し

て行っている。とりわけ，主要な定理の証明なり説明は全て，２財・２産業のモデルで，その幾何

的特徴を明らかにしつつ展開する事に工夫を凝らしている。幾何的な説明によって，数学的素養の

乏しい読者のみならず，数理に強い大学院レベル以上の理論専攻の経済学徒にとっても，この分野

のトピックスのエッセンスを把握する上で，より良い直観が得られるものと期待する。

以下，第２章ではマルクスの基本定理を巡る置塩信雄や森嶋通夫等の貢献とそれへのアナリティ

カル・マルクシズムからの批判としての一般化された商品搾取定理について論じる。第３章では，

ジョン・E・ローマーの「搾取と階級の一般理論」について論じる。第４章は結論の章に当てられ

る。

２．マルクスの基本定理

２．１．基本的生産経済モデル

今，市場を通じた取引が普遍化している経済社会には n 種類の財が存在している。この社会は

二つの人々のグループ N及び Oから構成されている。グループ Nは資本家階級に属する人々から

なる集合であって，任意の資本家 í憾 Nは，財の初期賦存ベクトル ùí憾 R n
粥粥を私的所有してい

る。他方，グループ Oは労働者階級に属する人々からなる集合であって，Oに属する全ての労働

者の n種類の財の初期賦存は 0憾 R n
粥であって，無所有である。彼らは単に１労働日に１単位の労

働を提供する能力（労働力）を有しているだけであり，その能力の格差は存在しない。また，彼ら

の提供する労働は同質である。かくして，社会全体での財の初期賦存量は ù泳郁í憾 N ùíである。

この経済社会における生産技術を一般に，生産可能性集合 P盈 R芋稲R n
芋稲R n

茨で定義する。集合

Pの一般的要素は 2n茨1 次元ベクトル a泳此芋á0 ,芋a, a根憾 P であって，á0憾 R粥 は生産計画 a

の下での直接労働投入量を表し，a憾 R n
粥 はその計画下での非負の財の投入ベクトルを表し，

a憾 R n
粥はその結果としての財の産出ベクトルを表す。また，a嗣泳 a芋a頴 Rnで，生産計画 aの

遂行によって得られる純産出ベクトルを表す。生産可能性集合 Pは一般に，R芋稲R n
芋稲R n

茨におけ

る閉凸錘（closed convex-cone）集合であり，0憾 Pを満たす。さらに以下の追加的仮定を課す事

にする：

A1. 杏a厩此芋á0 ,芋a, a根憾 P s.t. á0噂 0 & a噂 0,拡a噂廓暇較0加 á0瓜 0郭;

A2. 杏c憾 R n
茨, 以a厩此芋á0 ,芋a, a根憾 P s.t. a嗣噂 c 但し a嗣厩 a芋a.

上記二つの追加的仮定のうち，A1.は，非負・非ゼロの産出物が生産されるときには必ず正の直接

労働投入を必要とする事を意味する。すなわち，生産活動における労働投入の不可欠性の仮定であ

る。他方，A2.は，いわゆる純生産可能性条件と言われる条件の一般的記述である。すなわち，ど

んな非負の財ベクトルであっても，それを生産可能性集合 P の下で純生産可能である事を意味す

る。

生産技術条件に追加して，いわゆる労働者の生存消費ベクトル（subsistent consumption vector）
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を導入する。全ての労働者は１労働日に１単位の労働を提供する事の対価として，少なくとも

b憾 R n
茨の消費財ベクトルを購入可能なだけの賃金収入を必要とする。b憾 R n

茨の消費財ベクトル

を購入不可能な水準の賃金収入の場合，労働者達は翌日行使する為の労働力を再生産することが出

来なくなる故，結局，労働市場から撤退するものと考えられる。今，財の私的所有状態を

此ùí根í頴 N
で表す事ができる。以上より，一つの資本主義経済（a capitalist economy）をリスト

宰N, O;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽で表す事にする。尚，労働投入量１単位の下で純生産可能な財ベクトル集
合を，

P
嗣
廓á0厩 1較泳砂詐鎖a

嗣憾 Rn裁際載以a厩廓芋1,芋a, a較憾 P : a芋a噂 a嗣坐座挫

とする事にしよう。この記号は後に用いる。

上記のように定義した資本主義経済 宰N, O;廓P,b較;廓ùí較í頴 N栽に関して，その生産可能性集合 P

の特殊形態として，いわゆるレオンチェフ生産技術体系廓A, L較がある。ここで Aは n稲n型非負

正方行列であって，その各成分 aij噂 0 は，財 jの１単位当たり粗産出の際に必要な財 iの投入量

を意味する。行列 Aを投入産出行列と言う。他方，Lは 1稲n型非負行ベクトルであって，その各

成分 Lj噂 0は，財 jの１単位当たり粗産出の際に必要な直接労働投入量を意味する。ベクトル L

は直接労働投入ベクトルと言われる。レオンチェフ生産体系廓A, L較から導出される生産可能性集

合は P廓A, L較泳
砂詐鎖廓芋Lx,芋Ax, x較裁際載x憾 R n

茨
坐座挫で与えられる。この P廓A, L較は R芋稲R n

芋稲R n
茨 における閉

凸錘集合であり，また 0憾 P廓A, L較である。また，生産可能性集合一般に対して仮定された上記の

A1.と A2.は，レオンチェフ生産体系廓A, L較の下では以下のように記載される：

A1袷. L瓜 0 ;

A2袷. 杏c憾 R n
茨,以x憾 R n

茨 s.t. x芋Ax噂 c.

但し x憾 R n
茨は n稲1型列ベクトルであって，その各成分 xi噂 0は財 iの粗生産活動水準を表す。

ここで，A1袷.は直接労働投入ベクトルが正ベクトルである事を意味し，これは全ての財生産活動

において直接労働投入が不可欠であ

る事の表現である。また，A2袷.はレ

オンチェフ生産体系における，いわ

ゆる純生産可能性（Net Output Pro-

ducibility）条件である。

純生産可能性条件は， 2稲2 型投

入産出行列の想定の下，左記のよう

に図示される：

左記の図１では，財１の１単位粗

産出のために， a11噂 0 の財１と

a21瓜 0 の財２の投入が必要である

事，そして，財１産業の１単位粗産

出活動 e1厩
1
0
嵯差差左

査瑳瑳沙
の結果， 1芋a11

芋a21

嵯差差左

査瑳瑳沙
だけの純産出ベクトルを生産する事

を表している。同様に，財２の１単
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図１ レオンチェフ生産体系の下での純生産可能性



位粗産出のために，a12瓜 0 の財１と a22噂 0 の財２の投入が必要である。そして，財２産業の１

単位粗産出活動 e2厩
0
1
嵯差差左

査瑳瑳沙
の結果， 芋a12

1芋a22

嵯差差左

査瑳瑳沙
だけの純産出ベクトルを生産する。さらに，図１は，

産出活動 e1と産出活動 e2の適切な１次結合によって得られる産出活動 x厩 te1茨廓1芋t較e2（但し

0閏 t閏 1）の適当なスカラー倍 qx（但し，q瓜 0）によって，R 2
茨上の任意の点をカバーできる

事を示している。例えば図１の点 b憾 R 2
茨茨の任意のスカラー倍 qb憾 R 2

茨茨に対して，それを純産

出可能とするような産出活動 q袷x憾 R 2
茨茨が存在する事を確認できる。

２．２．再生産可能解

前節のように定義された資本主義経済宰N, O;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽の下での人々の経済活動について，
議論しよう。 今， 財市場における完全競争市場を仮定し， 各経済主体は市場価格体系

廓p, w較憾 R n茨1
茨 を所与として，合理的経済活動を選択するものとしよう。但し，pは 1稲n型価格

行ベクトルであって，その各成分 pj噂 0は財 jの市場価格を表す。また，w噂 0は名目賃金率を

表す。

第一に，労働者は価格体系が w噂 pbを満たす限り，資本家に雇用されて一日一単位労働を提供

する事を望む。逆に w浦 pbならば，いずれの労働者も労働市場から撤退する。つまり，もはや一

日一単位労働を提供しようとは考えない。このモデルでは単純化のため，労働者の消費選択の多様

性は存在しないものと仮定する。すなわち，全ての労働者は予算制約 w厩 qpbを満たす消費財ベ

クトル qbを消費選択すると仮定している。

第二に，任意の資本家 は，価格体系廓p, w較の下で，予算制約下の利潤最大化を達成するように，

生産計画を設定する: すなわち，所与の市場価格体系廓p, w較憾 R n茨1
茨 の下，以下の様な予算制約下

の利潤最大化問題（P1）

maxáí厩廓芋áí
0,芋áí,áí較頴 P paí芋廓paí茨wáí

0較 廓P1較

s.t. paí閏 pùí,

の解となるような生産計画 aí厩廓芋áí
0,芋aí,aí較憾 P を選択する。価格体系廓p, w較の下での問題

廓P1較の解の集合を，Aí廓p, w較で表す事とする。このモデルでは単純化のため，資本家は問題

廓P1較を解く結果として獲得した利潤収入は全て来期の生産活動のための資本財ストックの蓄積資

金に費やされるものと仮定する。すなわち，資本家の消費選択問題は捨象する。

以下では財の市場価格ベクトルは全て，pb厩 1となるように基準化されているものとする。以

上の設定の下，この経済における均衡は以下のように定義される：

定義１ [Roemer（1980;1981）]: 任意の資本主義経済宰N, O;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽に対して，あるペ
ア廓廓p, w較, á較憾 R n茨1

茨 稲P が一つの再生産可能解（ a reproducible solution）と呼ばれるのは，
それが以下の条件を満たすとき，そのときのみである：

� 杏í憾 N, aí憾 Aí廓p, w較, 但し a泳郁í頴 N aí（利潤最大化条件）；

� a嗣噂 á0b, 但し a厩廓芋á0,芋a, a較憾 P & a嗣厩 a芋a（再生産可能条件）；

� w厩 pb（生存賃金均衡条件）；&

� a閏 ù（社会的実行可能性条件）.
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定義１の４つの条件のうち，�は再生産可能解での市場価格体系の下で，全ての資本家は彼らの所

有する資本財の貨幣価値額によって規定された予算の制約内で利潤最大化を実現する生産計画を遂

行している事を意味する。条件�は，社会総体として賦存する総資本財賦存量 ùの範囲内で生産

活動を行っている事を意味し，いわゆる通常の需要と供給のバランス条件に関わる。実際，条件式

a閏 ùを，条件�を加えて少し書き換えると，

a茨á0b閏 ù茨a嗣 �

となる。この不等式�の右辺は資本財と消費財の総供給を，左辺は資本財と消費財の総需要を表し

ている。消費財の総供給量が総需要量 á0bを満たすものなのか否かは条件�だけからは不明である

が，条件�から保証される事を�式の成立より，確認できるだろう。

条件�は労働市場における均衡条件を表している。w厩 pbとは，再生産可能解においては，労

働者の賃金率は，１単位の１日労働の行使に際して必要な生存消費ベクトル b の購入に要する最

少額として，決まる事を意味する。これは，当該資本主義社会において，いわゆるマルクスの相対

的過剰人口が存在する事を前提している。この社会は社会総体として賦存する総資本財賦存量 ù

の範囲内で生産活動を行っているのだが，

á0廓ù較泳max砂詐鎖á0
裁際載以a厩廓芋á0,芋ù, a較憾 P坐座挫

とおけば，á0廓ù較は社会総体として賦存する総資本財賦存量 ùの制約下での労働総需要の最大値

を表す。今，á0廓ù較浦＃O のとき，相対的過剰人口が存在し，均衡賃金水準は生存最小限水準

w厩 pbに落ち着く。賃金率がもっと下がれば，もはやどの労働者も労働市場から撤退してしまう

からである。条件�は総資本財賦存量 ùの制約下での最大労働総需要以上に潜在的な労働供給が

存在するときの，労働市場均衡条件式を意味する。

最後に条件�は，今生産期間の期首に社会に賦存した資本財ストック量 ùを今生産期間の期末

において再現可能である為の条件を表しており，来期の生産においても再び最低限 ùの量だけの

総資本財ストックを投下して生産可能である（少なくともいわゆる単純再生産可能である）事を要

請するものである。なぜならば，条件式 a嗣噂 á0bは

ù茨a芋a芋á0b噂 ù �

と同値である。この�式の右辺は，今期の生産活動の期首に際して，投下した資本財ストックの総

計である。他方，左辺は今期の生産活動によって投下した資本財ストックの今期末における回収分

と純生産物から労働者に対して支払わねばならない実質賃金ベクトルを控除したものの総計である。

左辺が右辺を上回っているので，この社会は生産活動によって投下した資本財ストックを回収・再

現し，かつ，労働者がその労働力を来期以降も再生産できるだけの実質賃金ベクトルを支払った後

にもまだ非負の余剰が存在する事を意味する。期首に投下した資本ストック ùが期末に回収され

る事は，条件�より保証されている。この余剰分は来期の生産活動のための資本財ストックの蓄積

へと廻されるものと解釈可能である。

注意すべきは，一般に，再生産可能解の集合は競争均衡解の真部分集合になるという点である。

競争均衡解は条件�，�，そして�式を満たすような廓廓p, w較, a較によって定義される。再生産可

能解の４つの条件から競争均衡解の３条件が全て満たされる事を確認できるので，再生産可能解は

競争均衡解である。しかし逆は一般に言えない。�式は資本蓄積の経路条件に関わる性質であり，
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そのような条件は競争均衡解には無いからである。

再生産可能解を２財のレオンチェフ生産体系の世界の下で，幾何的に表現してみよう。改めて図

２は，仮定 A1袷.と A2袷.とを供に満たすレオンチェフ生産体系を描いている。財１産業の１単位粗

産出活動 e1厩
1
0
嵯差左
査瑳沙の為には，a1厩

a11
a21

嵯差左
査瑳沙だけの投入が必要である。他方，財２産業の１単位粗産

出活動 e2厩
0
1
嵯差左
査瑳沙の為には，a2厩

a12
a22

嵯差左
査瑳沙だけの投入が必要である。それぞれの投入ベクトル芋a1及

び芋a2が図２の負象限で描かれている。今，非負象限にある単位ベクトル e1から芋a1だけ移動

した点を取ると， それが財１産業の１単位粗産出活動の結果である純生産ベクトル

e1芋a1厩
1芋a11
芋a21

嵯差左
査瑳沙を構成する。同様に，単位ベクトル e2から芋a2 だけ移動した点が，財２産業

の１単位粗産出活動による純生産ベクトル e2芋a2厩
芋a12
1芋a22

嵯差左
査瑳沙を構成する。点 e1芋a1 と点 e2芋a2

とを結ぶ線分が，いわば単位産出活動の適当な１次結合によって可能となる純生産量の軌跡を表す。

それが図１で描かれたものであり，通常，純生産可能曲線（Net Output Possibility Curve）と呼ば

れるものである。

次に，点 e1からベクトル芋a1の方向で，かつ芋a1の長さを超えてさらに移動させてみよう。

同様に，点 e2からベクトル芋a2の方向で，かつ芋a1の長さを超えてさらに移動させてみよう。

すると，ある適当な１より大きい正数 ì蔭瓜 0に関して，点 e1からベクトル芋ì蔭a1だけ移動した

点 e1芋ì蔭a1と，点 e2からベクトル芋ì蔭a2だけ移動した点 e2芋ì蔭a2とを結ぶと，その線分がちょ

うど原点 0を通る，そのような ì蔭が存在する。つまり，ベクトル e1芋ì蔭a1とベクトル e2芋ì蔭a2は

一次従属である。換言すれば，適当な法線ベクトル p蔭厩此p蔭1, p蔭2根瓜 0と原点 0によって定義され
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図２ レオンチェフ生産体系と均衡価格
但し ì蔭瓜 0はいわゆるフロベニウス根の逆数

e1厩
1
0頃梱, e2厩

0
1頃梱



る超平面 H此p蔭, 0根泳砂詐鎖x憾 Rn裁際載p
蔭x厩 0坐座挫に，点 e1芋ì蔭a1と点 e2芋ì蔭a2，及び両点を結ぶ線分は属

している。この１より大きい正数 ì蔭瓜 0は，いわゆる非負行列 Aのフロベニウス根の逆数であり，

それに付随する唯一の正固有ベクトルが法線ベクトル p蔭である。ところでこの超平面 H此p蔭, 0根は，
点 e1芋a1と点 e2芋a2とを結んで定義される直線を，原点を通るように平行移動したものに他なら

ない。換言すれば，純生産可能曲線は超平面 H此p蔭, 0根と同じ傾きを持つのであり，従って，ベク
トル p蔭と直交するのである。従って，財の価格体系が p蔭であるならば，純生産可能曲線上の点は

いずれも同額の売上げ収入を資本家にもたらす事が解る。

レオンチェフ生産技術体系が図２のように与えられているときに，今，社会全体の総資本賦存 ù

が図３の負象限の位置で与えられているものとしよう。財１を生産する産業工程 a1と財２を生産

する産業工程 a2との適度な一次結合によって定まる生産活動水準 x蔭憾 R 2
茨茨の実行によって，総

資本ストック ùをフル稼働できる事を図３は示している。すなわち，

適当な x蔭厩
x蔭1
x蔭2

嵯差差差左

査瑳瑳瑳沙
瓜 0 & x蔭1茨x蔭2厩 1に関して，Ax蔭厩 x蔭1a1茨x蔭2a2厩 ù，但し A厩

a11 a12

a21 a22

嵯差差差左

査瑳瑳瑳沙
,

となる。このとき，á嗣泳 x蔭芋Ax蔭が対応する純産出ベクトルである。このときの必要な直接投入

労働量 Lx蔭を１と基準化しよう。定義より，a嗣憾 P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
である。このとき，労働者へ支払

わなければならない実質賃金ベクトルの最低限は bとなる。今，図３に描くように，点 bは点 á嗣

の南西方向に位置しているものとしよう。すなわち，a嗣噂 bである。また，図２においてその存在

が確かめられた行列 のフロベニウス正固有ベクトルに相当する財の価格ベクトルを p瓜 0とする。

また，a泳廓芋Lx蔭,芋Ax蔭,x蔭較と置けば，ペア廓廓p, 1較, a較はこの２財レオンチェフ生産経済におけ

る再生産可能解を構成する。

実際，純産出ベクトル a嗣も実質賃金ベクトル bも，価格ベクトル pを法線ベクトルとする超平
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図３ レオンチェフ生産体系における，正の利潤の伴う再生産可能解

廓p,a較は図のようなレオ
ンチェフ経済において，

正の利潤を伴う再生産可
能解である。



面に属しており，実質賃金ベクトル bと価格ベクトル pによって構成される超平面は，非負象限

において，廓廓p, 1較, a較の下で労働１単位提供した労働者の受け取る所得曲線

B廓p, 1較泳砂詐鎖c憾 R n
茨
裁際載pc厩 1坐座挫

に一致する。このとき，資本家の利潤量は p逸廓a嗣芋b較に等しく，これは価格廓p, 1較の下で確かに，

áによって最大化されている。それはフロベニウス正固有ベクトル p瓜 0の下では，純生産可能曲

線上のいずれの点も同一の利潤率を保証する：

p逸廓e1芋a1較芋L1

pa1
厩

p逸廓e2芋a2較芋L2

pa2

のであり，今，労働１単位と資本財ストック ùをフル稼働できる生産計画は áのみであるからで

ある。また，図３の構成より a嗣噂 bであった。aにおいては á0厩 Lx蔭厩 1であったから，これは

再生産可能解の条件 （b） が満たされている事を意味する。 すでに w厩 pb厩 1 及び，

a厩 Ax蔭厩 ùについては図３の構成より確認済みである。以上より，廓廓p, 1較, a較は再生産可能解

である。さらに，図３では a嗣噂廓暇較bより，利潤 p逸廓a嗣芋b較は正である事も確認できる。

２．３．森嶋型「労働搾取率」及びマルクスの基本定理

以上の経済均衡の想定の下，今，資本主義経済が正の利潤を伴う均衡状態にあるときには，必ず

労働者への労働搾取が存在する事（マルクスの基本定理）について，いよいよ議論しよう。カール・

マルクスは『資本論Ⅰ』において，労働者の一日労働は必要労働時間と剰余労働時間から構成され

ると論じた。必要労働時間は，労働者の労働力の再生産に最低限必要な消費財ベクトルの生産の為

に要する労働時間である。一日の労働時間がこの必要労働時間より長いとき，この残りの労働時間

を剰余労働時間と呼ばれる。労働者にその賃金収入を通じて引き渡される部分の生産の成果は，必

要労働時間内の成果物として尽きているから，剰余労働時間の生産成果は，そのまま資本家の手中

に残る事になる。マルクスが，この剰余労働時間の存在を以って，資本家階級の労働者階級への搾

取（exploitation）と称し，資本家階級による正の利潤の取得，およびそれを原資とする無限の資本

蓄積運動が可能となる為の源泉こそが，唯一，この剰余労働時間における生産成果の資本家による

取得である事を強調したのは既知の事である。

しかしながら，なぜ剰余労働時間における生産成果の資本家による取得は労働者への「搾取」を

意味するのであろうか？一般に，「搾取」という用語には，「他人の取得する生産物の生産の為に無

償労働を強制される」というニュアンスが込められている。実際，マルクスの『資本論』において

も，いわゆる剰余価値を資本家にとっての「他人の無償労働」の成果であると，いう記載が頻繁に

なされている。しかし，剰余労働時間における生産成果の存在自体は，そうした搾取という用語に

よるレッテル張りには相応しい事態とは言えない。人間社会の創生以来，直接的生産者の生存のた

めに不可欠な消費財水準を凌駕する剰余生産物の存在は認められてきており，それは社会の十分な

高さの生産力の反映でもあるからだ。他方，いわゆる前近代社会においては，剰余労働時間におけ

る生産成果が直接的生産者である農奴に帰属しない仕組みは，領主の農奴への搾取のメカニズムと

して特徴付ける事が可能であろう。例えば，中世の荘園制度では，農奴は週の三日間，領主の土地

でただ働きさせられる。江戸時代でも四公六民であるとか五公五民といういわれ方で，搾取率が公

然と制度化されていた。この場合には「他人の取得する生産物の生産の為に無償労働を強制される」
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という意味での搾取の仕組みは確かに明瞭である。

しかし資本主義の場合，労働時間中を通じた生産成果のうち，労働者が獲得できない剰余部分が

利潤として資本家の収入になるとしても，そこに中世荘園制度に見出せるような搾取的状況を同様

に見出せるか否かは，それほど自明な問題ではない。第一に，資本主義の下では労働者は身分的に

は自由であり，自由な個人として資本家との雇用契約を締結することを通じて，労働時間なり賃金

なりが決まっている。これらの労働条件は，基本的には労働市場での需給関係の均衡帰結として解

釈可能であり，そこに「強制労働」という含意を，封建制度と同じ意味において見出す事はできな

い。もちろん，マルクスも繰り返し強調した様に，一旦，工場の中に入れば労働者は資本家の指揮・

命令下にあり，勤務時間中は「自由な意志による自由な行動」に強い制約を与えられる。その意味

で，生産過程での「強制」性は確かに存在する。しかしそれを含めた上での労働市場での帰結とし

ての契約内容だという反論が可能である。

第二に，一日八時間労働によってある財を八単位生産したとして，そのうちの四単位が労働者に

賃金として支払われるのは，財八単位生産における労働の貢献度は財四単位の価値に等しいという

「社会的合意」があり，他方，残りの四単位は資本財の生産への貢献度に等しいという「社会的合

意」があるのだという話になれば，八時間労働に対して財四単位の報酬は単なる等価交換に過ぎな

い。こうした「社会的合意」を成立させるのが市場の需給調整メカニズムであるとすれば，剰余労

働時間の生産成果が労働者に帰属しないとしても，そこに「剰余労働の搾取」の「不当性」を読み

とるのは困難になろう。実際，いわゆる「限界生産力説」的分配理論は，そうした解釈を正当化す

る。「限界生産力説」的分配理論に拠れば，生産成果物をニュメレール財として採用すれば，労働

者の賃金率は労働の限界生産力に一致する水準に決まる。他方，資本家の取得する利子率（資本財

のレンタル価格）は資本の限界生産力に一致する。そこでは，資本，労働ともそれぞれ，その生産

要素の一単位当たり生産貢献度に応じて生産成果の分配がなされているという話になる。この理論

が妥当であるという事になれば，労働時間中を通じた生産成果のうち，労働者が獲得できない部分

が利潤として資本家に取得されるとしても，中世荘園制に見出される様な不当な「搾取」というべ

き状況では何ら無い，と結論せざるを得ないであろう。

この限界生産力的分配理論を超克するためのマルクス経済学の概念装置が，労働力商品に固有な

使用価値としての「価値生成機能（＝価値増殖機能）」論であった。すなわち，価値生成機能を有

する生産要素は唯一，主体的生産要素である労働だけであり，客体的生産要素である資本財等は，

主体的生産要素である労働によって，その「死んだ価値」を単に新らたな生産成果物に移転され保

存されるだけに過ぎない，という議論である。価値生成機能を有する生産要素が唯一，労働だけで

あるという事になれば，限界生産力説的分配理論はもはや妥当ではなくなるし，労働者たちに帰属

しない剰余生産物を彼らの無償労働の成果と見なす事も，その資本家による取得を「掠め取り」と

特徴付ける事にも妥当性はあるように見える。つまり，八時間労働のうち四時間が必要労働時間で

あって，残りの四時間が剰余労働時間であるというマルクスの剰余価値論が，資本家による剰余労

働の「掠め取り」の実態告発として説得性を持つように見える前提には，「唯一の価値生成的生産

要素としての労働」論がある事を押さえておくべきである。

しかしながら，「唯一の価値生成的生産要素としての労働」論自体，一つのレトリックに過ぎず，

それは論証できるような性質の言明ではない。それは価値という概念が資本主義経済の運動そのも

のからは不可視的なゆえに，「唯一の価値生成的生産要素としての労働」論もそれ自体では形而上

学的言明にしか見えない，もしくはせいぜい「科学的仮説」でしかない事にも起因する。こうした
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「科学的仮説」の「科学的実証」機能を果すものとして，『資本論Ⅲ』の「剰余価値の利潤への転

化」論を位置づける事ができる。この「転化」論は，「唯一の価値生成的生産要素としての労働」

論を前提したとしても，資本主義経済の現象的運動（価格や利潤率などの運動）を矛盾なく説明で

きる事を証明する機能として，位置づけられるのである。その証明が成功することによって，「唯

一の価値生成的生産要素である労働の成果の剰余部分の転化形態としての利潤」というロジックに

は「論理一貫性が無い」という反論を退ける為の論拠を獲得できるわけであって，そこに「利潤の

唯一の源泉としての労働搾取の存在」という言明の論拠を見出す事が出来る。マルクス自身は「転

化」論を完成させなかったが，現代の数理マルクス経済学はこの課題に対する明確な結論を与えた

ものとして位置付けられるのである。

「剰余価値の利潤への転化」論を論証するのに際して，少なくとも剰余価値率ないしは搾取率と

利潤率との間に対応関係が示せなければならないだろう。この対応関係すら証明できなければ，労

働搾取が利潤の唯一の源泉であるというマルクスの命題は否定されると言わざるを得ない。したがっ

て，労働価値体系において搾取率が非正である事と生産価格体系において利潤率が正であるという

事が両立するようなケースは起こり得ない事が示されなければならない。この問題に対する解とし

て位置付けられるのが「マルクスの基本定理」[Okishio（1963）; Morishima（1973）]なのである。

「マルクスの基本定理」について論じよう。最初に，マルクスの論じた，剰余労働時間の存在と

いう意味での「労働搾取」の数学的定式化から始める。任意の資本主義経済 宰N, O;廓P, b較;

廓ùí較í頴 N栽が今，再生産可能解廓廓p, 1較, a較の下にあるとしよう。この再生産可能解において各労働

者が１日１単位労働の雇用の対価として受け取る賃金を通じて購入する消費財ベクトルは bであ

る。最初の設定のように，労働者は１日１単位労働を提供する労働力を再生産する為には最低限，

消費財ベクトル bを消費しなければならない。そして，彼の１日１単位労働当たりの賃金収入を

通じて，労働者は純生産物 a嗣の一部である消費財ベクトル bのみを配分されている。よって，彼

の必要労働時間は，ベクトル bの生産に要する直接労働投入量でもって表現する事が出来る。

すなわち，任意の財ベクトル c憾 R n
茨に対して，それを生産可能性集合 P の下で純産出可能と

する生産計画の集合を，

ö廓c較泳格a厩廓芋á0,芋a, a較憾 P角a嗣噂 c隔

と記す。このとき，cを純産出する生産計画の中で，直接労働投入量が最小となるようなものを見

出す事ができれば，その生産計画の下での直接労働投入量こそが，財ベクトル cの生産の為の社会

的必要労働量に他ならない。それを以下のように定義する：

定義２ [Morishima（1974）]: 任意の非負財ベクトル c憾 R n
茨 の労働価値（labor value of c）は

以下のように与えられる：

l. v.廓c較泳min砂詐鎖á0
裁際載a厩廓芋á0,芋a, a較憾 ö廓c較坐座挫.

すなわち，この l. v.廓c較こそ，財ベクトル cの労働価値（labor value of c）である。同様にして，

今，労働者の実質賃金ベクトル bの労働価値を l. v.廓b較によって定義する事ができる。これは，労

働力の再生産の為に最低限必要な財ベクトル bの生産の為の社会的必要労働量であり，労働者の

１日１単位労働の中の必要労働時間に相当する部分を構成する。従って，労働搾取率は，剰余労働

時間を必要労働時間で除した値として，以下の様に定義される：
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定義３ [Morishima（1974）]: 所与の実質賃金ベクトル b における労働の搾取率（the rate of la-
bor exploitation）は以下のように与えられる：

e廓b較泳
1芋l. v.廓b較

l. v.廓b較
.

このとき，以下の定理が成立する：

定理１ [Okishio （1963）] （Fundamental Marxian Theorem; FMT）: 任意の資本主義経済

宰N, O;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽において，その生産技術体系が A1袷と A2袷を満たすレオンチェフ体系

として特徴付けられるとしよう。そのとき，この経済での任意の再生産可能解廓廓p, 1較, a較が正

の利潤を伴う為の必要十分条件は e廓b較瓜 0 である。

この定理の一般的証明は，すでに様々な文献で紹介済み1）であるので，ここではそれを再現する事

はしない。代わって，前節まで論じてきた，２財レオンチェフ生産経済のモデルを再び想定して，

マルクスの基本定理を幾何的手法で以って，説明する事にしたい。

今，２財レオンチェフ生産体系が図２のように与えられていて，また，一つの再生産可能解

廓廓p, 1較, a較が図３のように与えられているとしよう。図３より明らかに，この再生産可能解では正

の利潤が存在する。このとき，労働搾取率が正である事を，幾何的に論証しよう。前節で仮定した

ように，この再生産可能解における純産出水準 a嗣のときの直接労働投入量が á0厩 Lx蔭厩 1であっ

た。今，a嗣以外にも，１単位の直接労働投入によって純産出可能な財ベクトルが存在し得る。それ

はまさに，集合

P廓A, L較廓á0厩 1較厩砂詐鎖y憾 R2裁際載以x憾 R 2
茨: Lx厩 1 & y厩 x芋Ax坐座挫

嗣

として定義されるものである。この集合 P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
は，図３において，点 a嗣を通過する右下

がりの直線として描く事ができる。点 a嗣を通過する直線となる事については，最初の想定として

a嗣憾 P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
であった事から明らかであろう。ではなぜ，右下がりの直線となるのであろう

か？集合 P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
は純産出ベクトル y憾 R2の軌跡である。y憾 P廓A, L較廓á0厩 1較嗣

であれば，

y厩廓I芋A較xであるので，x厩廓I芋A較芋1y。この廓I芋A較芋1の存在については，仮定 A2袷より従

う。 よって， y憾 P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
の条件より， Lx厩 L廓I芋A較芋1y厩 1 となる。 ここで，

Ë厩 L廓I芋A較芋1と置けば，Ëは 1稲n型行ベクトルであって，L瓜 0の仮定と逆行列廓I芋A較芋1の

非負性の性質2）から，Ë瓜 0 3）。かくして，集合 P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
とは点 á嗣と正の法線ベクトル

Ë瓜 0によって定義される超平面の部分集合

P廓A, L較廓á0厩 1較盈 H廓Ë, a嗣較泳砂詐鎖y憾 R2裁際載Ëy厩 1坐座挫
嗣

に他ならない事が解る。この超平面 H廓Ë, a嗣較は２次元空間上の直線となり，また，その直線は正

ベクトル Ë瓜 0と直交する性質を持っている。従って，それは右下がりとなる事が確認できる。

このようにして，図３上に P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
を表す直線が描かれるのである。つまり，図３の直線

P廓A, L較廓á0厩 1較嗣
の傾きは，ベクトル Ë瓜 0によって与える事ができるのである。
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1）代表的な文献として，置塩（1977），森嶋（1973），及び，Roemer（1981）を挙げておく。
2）よく知られている様に，それは A2袷純生産可能性条件より保証される。例えば，二階堂（1960）を参照の事。
3）レオンチェフ生産技術の下では，この正の行ベクトルが各財 1単位当たりの労働価値を記載するものとなる。



他方，純産出可能曲線の方は，その傾きは再生産可能解の価格ベクトル pによって与えられて

いる。一般にベクトル pとベクトル Ëは一致しない為，図３のように両曲線は重ならずに，但し，

点 á嗣において交差するように描く事ができるのである。

さて，ここで超平面 H廓Ë, a嗣較の下方領域を H芋廓Ë, a嗣較泳砂詐鎖y憾 R2裁際載Ëy浦 1坐座挫として定義する。そ

の一部が以下の図４のシャドー領域として描かれているが，その境界線は bを通過し，法線ベク

トルが Ëであり，a嗣噂廓暇較bである事から H芋廓Ë, a嗣較の部分集合である。つまり，b憾 H芋廓Ë, a嗣較

である。これは Ëb浦 1を意味し，従って Lxb厩 L廓I芋A較芋1b浦 1，すなわち，実質賃金ベクトル

bを純産出するのに社会的に必要な労働投入量 Lxbが１より小さい事を意味する。Lxbは l. v.廓b較

に他ならないので，この事は，労働搾取率が正である事を意味する。

逆にもし，再生産可能解廓廓p, 1較, a較が正の利潤を伴わない状況を考えてみよう。利潤最大化を

目的とする資本家は，もし生産活動の結果が負の利潤しか生まなければ，生産計画 0憾 Pによっ

て最適化できるから，再生産可能解で利潤が正でないとすれば，それは利潤ゼロのケースしか有り

得ない。また，再生産可能解の条件�より，a嗣噂 bでなければならないが，a嗣噂廓暇較bであれば，

再生産可能解を特徴付けるフロベニウス正固有ベクトル pの下で，正の利潤が生じてしまうので，

結局，a嗣厩 bとなるしかない。よってこれまでの議論から明らかなように，Ëb厩 1となり，その

結果，労働搾取は存在しない事が解る。以上によって，マルクスの基本定理がこの２財のレオンチェ

フ経済の下で証明された。

ところで以上の説明は，経済の均衡概念が再生産可能解である事と，全ての労働者が同一の生存

消費ベクトル bのみを消費するという仮定に依存する形で，議論をかなり簡単にしている。経済

の均衡概念が再生産可能解である事から，自動的に a嗣噂 b である事が保証され，従って

a嗣噂廓暇較bであるか a嗣厩 bであるかの二つのケースのみを考察すれば十分だからである。前者が

正の利潤の伴う再生産可能解に相当し，後者がそうでないケースの再生産可能解に相当する。そし

て a嗣噂廓暇較bのとき正の労働搾取が存在する事は，超平面 H廓Ë, a嗣較が右下がりとなる事から自動
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図４ マルクスの基本定理の幾何的証明

正の利潤の存在が労働搾取の存在

此áb
0浦 1根と同値である事を再生
産可能解 此p, a根において，確認
できる



的に従う事を確認できるのである。しかしもし，経済の均衡概念が競争均衡解である場合には，再

生産可能条件 a嗣噂 bはもはや要請されない。条件としては代わりに�式が要請されるだけである。

この場合，労働者の消費ベクトル b袷は，貨幣賃金率１であり，財の価格体系が pであるときに定

まる労働者の所得曲線 B廓p, 1較上のどこにでも位置し得る。このとき，右下がり直線である

H廓Ë, a嗣較の傾きが極めて急なケースであれば，それは労働者の貨幣賃金率１の所得曲線 B廓p, 1較と

交差するかもしれない。それは，経済が正の利潤の伴う競争均衡解の下にあったとしても，労働者

がこの所得曲線上で選択する消費ベクトル次第では，労働搾取率が負になってしまう可能性を含意

している。a嗣噂 bが保証される再生産可能解の下では H廓Ë, a嗣較が右下がりであることを確認さえ

すれば証明は完結したが，競争均衡解を前提する場合には，H廓Ë, a嗣較の傾きについて分析しないと

いけなくなるのである。

幸いにして，我々は以下の事を確認する事ができる：

定理２：任意の資本主義経済宰N, O;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽において，その生産技術体系が A1袷と

A2袷を満たすレオンチェフ体系として特徴付けられるとしよう。また，この経済が競争均衡解

廓廓p, 1較, a較の下にあるとしよう。そのとき，労働者の任意の消費財ベクトル b袷憾 B廓p, 1較に関し

て，この競争均衡解が正の利潤を伴う為の必要十分条件は e廓b袷較瓜 0 である。

証明：今，競争均衡解廓廓p, 1較, a較において正の利潤が存在するので，pa嗣芋1瓜 0。つまり図３や

図４における二つの超平面 H廓p, a嗣較と B廓p, 1較の位置関係はそのまま維持されている。問題は，

図３や図４で描かれるような H廓Ë, a嗣較の傾きであるか否かを確認することである。図３や図４

で描かれる H廓Ë, a嗣較は，B廓p, 1較と非負象限上で交差しておらず，従って，B廓p, 1較上のいかな

る消費点 b袷憾 B廓p, 1較を労働者が選んでいたとしても， 彼の搾取率は正となる事が，

b袷憾 H芋廓Ë, a嗣較の性質より従うのである。

ところで，レオンチェフ生産体系を前提する限り，競争均衡解廓廓p, 1較, a較においても，その

価格ベクトル pはフロベニウス正固有ベクトルとして決まるので，

p厩廓1茨ð較pA茨L

となる。これを変形すると，

p厩 L廓I芋A較芋1茨ðpA廓I芋A較芋1厩 Ë茨ðpH. �

正の利潤の想定より，ðpH瓜 0であり，従って，p瓜 Ë。これは

pb袷厩 1加 Ëb袷浦 1

を意味する。つまり，

杏b袷憾 B廓p, 1較, b袷憾 H芋廓Ë, a嗣較

が一般的に従う。かくして，l. v.廓b袷較浦 1が従う。

逆に競争均衡解廓廓p, 1較, a較において利潤ゼロであるとしよう。すると�式の右辺第二項は消

滅するので，p厩 Ë。利潤ゼロ故に，H廓p, a嗣較と B廓p, 1較は一致する。また，p厩 Ë 故に，

H廓p, a嗣較と H廓Ë, a嗣較は一致する。かくして，H廓Ë, a嗣較と B廓p, 1較は一致する。これは

杏b袷憾 B廓p, 1較, Ëb袷厩 1

を意味し，従って，労働搾取率がゼロである。 Q.E. D.
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以上の議論より，マルクスの基本定理は，少なくともレオンチェフ生産体系を前提に議論する限

り，決して再生産可能解という特定の均衡概念に依存する事無く，成立する事が展望できる。また，

労働搾取と正の利潤の同値性は，やはりレオンチェフ生産体系を前提に議論する限り，決して労働

者の選択する消費ベクトルの性質に依存する事無く成立する事も確認できる。従って，少なくとも

レオンチェフ生産体系を前提に議論する限り，マルクスの基本定理は標準的なミクロ経済学におけ

る「厚生経済学の基本定理」などと同様に，完全競争市場の私的所有経済システムの普遍的特徴の

一側面を明らかにした定理であると評価する事ができるかもしれない。

２．４．マルクスの基本定理は「利潤の唯一の源泉としての労働搾取」説の論証を意味するか？

ここでマルクスの基本定理の厚生的含意について改めて，論じてみよう。この定理を初めて論証

した置塩信雄4）や森嶋通夫5）は，マルクスの基本定理を以って，いわゆるマルクス経済学における，

「資本主義経済における利潤の唯一の源泉としての労働搾取」説が科学的に論証されたものと位置

づけていた。しかし，マルクスの基本定理は，確かに，「唯一の価値生成的生産要素である労働の

成果の剰余部分の転化形態としての利潤」というロジックには「論理一貫性が無い」という反論を

退ける為の一つの論拠を与える機能を果すものの，それ以上のものではない。前述のように，剰余

労働時間の存在が「労働搾取」という含意を持つ様に，「唯一の価値生成的生産要素である労働」

説を導入するのが伝統的なマルクス経済学の論法であった。しかし，この「唯一の価値生成的生産

要素である労働」説自体は，マルクスの基本定理を以ってしても，依然として論証される事はない

のである。

「唯一の価値生成的生産要素としての労働」論は，生産要素のなかで労働のみが持つ生産過程に

おける主体的機能に着目したものである。確かに物的資本財は，労働による働きかけの客体的対象

に過ぎず，労働という主体的働きかけ抜きには生産要素としての機能を何ら発揮しえないものであ

る。しかし，であるならば同時に，物的資本財抜きに労働だけで何ほどの事が可能かも考えなけれ

ばならない。多くの近代的工業生産物に関しては，労働だけでは生産するのはほぼ不可能である。

資本財といえども過去の労働生産物である，という意味で，資本財を伴う近代的工業生産物の生産

過程も，労働だけを投入生産要素とする迂回的生産過程と解釈可能であるが，それ自体は「過去の

労働生産物」が価値生成的機能を有さないという議論の論証にはならない。むしろ，その工業生産

物の生産に適切な一連の資本財（＝一連の過去の労働生産物）抜きには労働も生産要素として何ら

機能を発揮しえない。単なる主体性の有無だけで労働のみに価値生成的生産要素としての特権的地

位を与えるのには無理があると言える。

仮に人々が一日を生きるために必要なある財４単位分を生産要素が労働のみの場合でも生産可能

であるとしよう。この場合，４単位の財の生産に８時間労働を要するとしよう。しかし，資本財が

存在すれば，４単位の生産には４時間労働のみを要し，残りの４時間労働の成果である財４単位分

は剰余生産物となる。この場合，追加的な財４単位の生成には明らかに資本財の生産過程への導入

が関わっているのであり，この点を考えても，労働だけが価値生成的であると位置づけるのは説得

的ではないと言える6）。

「唯一の価値生成的生産要素としての労働」論の前提に拠らずに，定義３で与えられた労働搾取
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の定式を改めて見直してみれば，１労働日と必要労働時間の格差が意味するものは「無償の剰余労

働の掠め取り」にほかならないとする解釈だけがこの定式の唯一の可能な解釈ではない事が解る。

例えば，正の労働搾取とは，社会が１単位の労働を労働者に供給させる為には，１未満の労働を投

入すれば十分である──その１未満の労働とは，１単位の労働供給の為に労働者がエネルギー源

として必要とする実質賃金ベクトルを生産するのに要した投下労働量の事である──という事態

を記述するものである，と解釈する事も可能である。つまり，正の労働搾取とは技術的な意味での

労働という生産要素の効率的利用の条件を表す，とも言えるのである。我々はここで，搾取の定義

式は純粋にマルクス自身が『資本論 I』で与えていたものを，そのまま踏襲しているに過ぎないこ

とに注意したい。つまり同じ搾取の定義式であっても，「唯一の価値生成的生産要素としての労働」

論という論証不能な見解の介在抜きには，全く別の含意の様相を呈してくるのである。

同様の理屈は，労働以外の生産要素についても適用する事が出来る。我々は通常，電力やもしく

は石油，原子力など，エネルギー資源の生産効率を語るときに，エネルギー１単位の生産の為に１

単位未満の当該エネルギー資源を社会的に投入すれば十分か否か，という議論をする。ここでいう

１単位未満のエネルギー資源投入とは，当該エネルギーの供給活動に際して投入を要する様々な生

産要素（資本財のみならず労働力も含む）が存在するが，そうした様々な生産要素自体の生産に際

して必要な当該エネルギーの投下量の総和として計上されるものに相当する。同様の理屈はエネル

ギー以外の任意の生産要素 k にも適用可能であって，ある生産要素 kの１単位生産の為に要する

様々な投下生産要素の生産に，社会的に要した当該生産要素 kの投下量が１単位未満であるか否か，

という測度は技術的な意味での生産効率性を測る一つの指標になり得るのである7）。

以上の議論より，我々は労働搾取の定式と全くパラレルに，任意の生産要素もしくは任意の財 k

の「搾取」について定式化することが可能である事に気付かざるを得ない。任意の財 kの「正の搾

取」とは，その財１単位の生産活動に際して投下される様々な生産要素の生産の際に要した，生産

要素としての財 kの投下量の総和が１未満である事に他ならない。このシナリオを数学的に定式化

すると以下の様になる。

任意の財 kの１単位の生産活動に必要な投入財ベクトル及び労働投入量のプロフィールが今，

此a廓k較, á0較憾 R n茨1
茨 であるとしよう。このプロフィールを，財だけからなるベクトルに変換する為

に，c廓k較泳 a廓k較茨a0b憾 R n
茨としよう。財 kの１単位の生産活動に必要な投入財ベクトル c廓k較を純

産出する生産計画の集合は

ö此c廓k較根厩砂詐鎖a厩此芋á0,芋此a芋k, ák根, a根憾 P裁際載a
嗣噂 c廓k較坐座挫
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6）もっとも，このロジックは，通常，マルクス経済学では「相対的剰余価値の生産」として理解される状況の
一例として位置づけ可能でもある。しかしながら，相対的剰余価値論ではすでに「唯一の価値生成的生産要
素としての労働」論を真命題として前提にした論理の組み立てをしている点に注意する必要があろう。
7）ここで「技術的な意味での生産効率性」という言い方をしたのは，通常，経済学における生産効率性とは，
利潤もしくは貨幣的に評価された「社会的余剰」を最大化する事を意味するのであり，そうした意味での生
産効率性とは明らかに異なる意味での「効率性」であるからだ。



によって与えられている事に注意されたい。このとき，財 kの１単位の生産活動に必要な投入財ベ

クトル c廓k較の生産に必要な財 kの直接投入量は，

k. v.此c廓k較根泳min砂詐鎖ák憾 R茨
裁際載á厩此芋á0,芋此á芋k,ák根, á根憾 ö此c廓k較根坐座挫

によって定義される。これは，いわゆる投下労働価値のケースとパラレルに，財ベクトル c廓k較の

投下 k易価値と呼ぶ事ができる。この k. v.此c廓k較根を用いて，我々は財 kの「正の搾取」について，

以下の様に定義できる：

定義４ [Bowles & Gintis（1981）; Roemer（1982）]: 財 k の搾取率が正であるとは：

k. v.此c廓k較根浦 1.

上記の定式は，資本主義経済の生産技術体系が，一般的な廓P. b較で与えられている下でのもの

であり，定義の論理構造の見通しが鮮明になる反面，抽象的な表現に留まっている。よって，以下

で，生産技術体系廓P.b較がレオンチェフ体系として与えられる場合の，投下 k易価値の定式につい

て論ずる。任意の財 k憾格1,葛, n隔を選び，労働力商品も含めて各財の１単位の生産活動に要する投

入財ベクトルの生産に必要な財 k の直接投入量を表記した 1稲廓n茨1較型ベクトルを v廓k較厩

此v廓k較1 ,葛, v廓k較k ,葛, v廓k較n , v廓k較n茨1根で表す。ここで n茨1 は労働力商品の indexとする。この v廓k較を投下

k易価値ベクトルといい，各財の k易価値は

v廓k較j 厩 akj茨 郁
i暇 k, n茨1

v廓k較i aij茨v廓k較n茨1Lj 杏j憾格1,葛, n隔 �

v廓k較n茨1厩 bk茨 郁
i暇 k, n茨1

v廓k較i bi �

で定義される。�に�を代入すると，

v廓k較j 厩 akj茨 郁
i暇 k, n茨1

v廓k較i aij茨bkLj茨 郁
i暇 k, n茨1

v廓k較i biLj厩 郁
n

i厩 1
v廓k較i 此aij茨biLj根茨此1芋v廓k較k 根此akj茨bkLj根�

�をベクトル表示すると

v廓k較厩 v廓k較嵯差左A茨bL査瑳沙茨此1芋v廓k較k 根嵯差左A茨bL査瑳沙k

と整理される。但し，拡A茨bL郭kは拡A茨bL郭の第 k行ベクトルである。定義４で与えられた財 k

の正の搾取の条件式は，レオンチェフ生産体系の下では，

1芋v廓k較k 瓜 0 �

と表現される事になる。

以上のように定義された任意の財の搾取概念を用いて，以下のような思考演算を試みよう。すな

わち，もし労働力以外の任意の財が価値生成機能を有する生産要素として仮定して，労働の場合と

同じようにその生産要素の正の搾取の存在でもって正の利潤を説明できるだろうか，と。もし労働

力以外の生産要素を考察した場合には，その財の正の搾取と資本主義経済における正の利潤の同値

性を導く事が出来なければ，「唯一の価値生成的生産要素としての労働」論自体を直接論証する事

は出来ないとしても，「利潤の唯一の源泉としての労働搾取の存在」論に一定の説得性の余地を残
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す事が可能かもしれないからである。この思考演算の結果が以下に示すところの「一般化された商

品搾取定理」（Generalized Commodity Exploitation Theorem: GCET）である。すなわち：

定理３ [Bowles & Gintis（1981）; Roemer（1982）; Samuelson（1982）]（Generalized Commodity

Exploitation Theorem: GCET）: 任意の資本主義経済宰N, O;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽において，その生
産技術体系が A1袷を満たすレオンチェフ体系として特徴付けられるとしよう。このとき，任意

の財 k に関して，以下の３つが同値である：

� 正の利潤を伴う正の価格ベクトル廓p, w較憾 R n茨1
茨茨 が存在する；

� 正の労働価値体系 Ë瓜 0 の下で e廓b較瓜 0；

� 正の投下 k易価値ベクトル v廓k較瓜 0 の下で 1芋v廓k較k 瓜 0.

上記の一般化された商品搾取定理が導き出す結論は，「任意の生産要素の正の搾取の存在が資本

主義経済における正の利潤の必要十分条件となる」という言明である。これは「唯一の価値生成的

生産要素としての労働」論の不確かさと重ねて，事実上，剰余労働の掠め取りによって資本家の取

得する利潤が生成するという「利潤の唯一の源泉としての労働搾取の存在」論を反証するものであ

ると言って良い。また，労働以外の生産要素の成果の「掠め取り」が利潤の源泉であるという結論

になるかと言えば，そうではない。なぜならば，労働の場合と同様，いずれの生産要素も唯一の価

値生成機能を有するとは論証できないからである。結局，いずれの生産要素の「搾取」にも，不当

な「掠め取り」という含意を持たせることは不可能だという結論にならざるを得ない。

むしろ上述したように，労働力も含めて，任意の生産要素の「搾取」の解釈として，その生産要

素の技術的意味での効率的利用の条件式であると見なす事が可能である。従って，一般化された商

品搾取定理の含意としては，労働力も含めて任意の一種類の財 kの１単位生産（供給）の為に投下

を要する諸生産要素の生産のために社会的に必要な財 kの投入量が１未満で済むという意味で，財

kの生産活動（供給活動）が技術的に効率的である事が，資本主義経済全体としての正の利潤を保

証する必要十分条件である，と整理できる。言い換えれば，任意の一種類の財 kの１単位生産の為

に社会的に直接間接に要する財 kの投入量が１未満で済むという意味で，財 kは生産要素として，

当該社会で技術的に効率的に利用されている。その結果として，資本主義経済の正の利潤が保証さ

れる，と解釈可能である。アナロジカルに，マルクスの基本定理とは，たまたま労働力という生産

要素だけに焦点を当てて，その技術的な意味での効率的利用が資本主義経済の正の利潤を保証させ

る必要十分条件である事を明らかにしたものに過ぎない，と解釈可能であるわけで，「労働搾取の

存在」は証明できても，そこに「無償労働の不当な『掠め取り』」という含意のみを読み込む事へ

の十分な説得性はもはや存在しない，と言わざるを得ない。

このように，一般化された商品搾取定理によって「利潤の唯一の源泉としての労働搾取」論は事

実上，反証されたという理解が，一般化してきているものの，信念を持ってマルクス主義にコミッ

トする立場からは依然として，マルクスの基本定理を以って「利潤の唯一の源泉としての労働搾取」

論をサポートする見解が維持され続けている8）。こうした擁護論が取る典型的な見解の一つは，

「労働以外の財の『搾取』という概念は無意味である」という価値観に基づいて，定理としては数

学的正しさを認めざるを得ない一般化された商品搾取定理の社会科学的命題としての意義を否定す

るものである。こうした見解の現在における代表的論者として松尾（2004）が挙げられるが，彼の
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8）例えば，磯谷・植村・海老塚（1997），松尾（2004）など。



「バナナの搾取＝ナンセンス」論は，経済学が暗黙的に前提している価値観である「人間中心主義」

と整合的な搾取概念は労働搾取のみであり，「バナナの搾取」は「バナナ中心主義」の価値観に基

づいた概念であり，「人間中心主義」と相反する，と論ずる。磯谷･植村･海老塚（1997）もまた，

高須賀（1992）の労働価値論擁護の議論を継承する形で，労働を他の生産要素とは根本的に区別さ

れるべき本源的かつ主体的生産要素である点を強調し，経済学の理論的分析の展開に先行する思想

的立場として「剰余アプローチ」（＝利潤の源泉としての労働搾取論）を採用し続けている。

このような「価値観や思想的立場の違い」として，一般化された商品搾取定理による「利潤の唯

一の源泉としての労働搾取」論批判を却下するのが，現代の擁護論の特色である。実際，一般化さ

れた商品搾取定理は，「正の利潤の存在の必要十分条件は，労働の搾取でもあるとも言えるし，鉄

の搾取とも言えるし，バナナの搾取とも言える」というメッセージとして解釈可能9）であったわけ

で，それ故に「労働以外の財について『搾取』を語っても無意味である」という，価値観に基づく

「逃げ道」の余地も残されていたのである。いずれの生産要素もその「搾取」が正の利潤の同値条

件であるならば，ではどの生産要素が一番，「搾取」について語るのがもっともらしいか考えましょ

う，という話になるのである。そして「搾取」という用語の言語的意味に拘れば，労働以外の財の

「搾取」は「生産への無償の貢献の不当な掠め取り」という意味にそぐわないという semanticな

批判が出てくるのも自然である。松尾（2004）の「バナナの搾取」はバナナ中心主義の価値観に基

づいた概念であるという議論は，こうした semanticな批判の精緻化された形態である。

これに対しては，以下の反論が可能であろう。「搾取」という言語は，上記のような不当性の意

味合いで使用される以外にも，利用，開発などの意味合いとしても使われる事に留意してみよう。

上述したような「社会による生産要素の技術的に効率的利用」としての「搾取」という意味であれ

ば，労働以外の財についても自然に適用可能であろう。エネルギー１単位供給のために社会的に必

要なコストとしてのエネルギー投入量が１単位未満か否か，という議論は現実の社会でも取り扱わ

れるトピックであり，決して社会科学的にも無意味な概念ではない。また，その意味でのエネルギー

搾取概念には，松尾の言うような「人間中心主義」と相反する要素は何もない。せいぜい，エネル

ギー資源を技術的に効率的に利用する為（＝エネルギー資源の正の搾取を維持する為）には，我々

の消費生活も十分に節約的でなければならない，という含意が出てくるだけであり，それ自体は長

期に渡る人間社会の持続可能性という観点に立てば，人間中心主義的価値観と両立的な議論である。

正の利潤の存在と同値条件の関係になるのは，この「技術的に効率的利用」という意味での任意の

財の搾取なのである，というのは極めて自然な解釈であるに違いない。

３．搾取と階級の一般理論

３．１．利潤源泉論とは別の労働搾取論の可能性

前章での結論として明らかにしたように，マルクスの労働搾取概念は，資本主義経済における正

の利潤の生成のメカニズムを説明する上では，不十分な機能しか果しえない。資本主義経済におけ

る正の利潤の生成と資本の蓄積は資本家による労働者への搾取が存在するから可能なのである，と

いう議論を論証する事によって，マルクス経済学の資本主義経済体制批判を正当化するのが，マル

クスの基本定理の意義であると考えられていたが，現在ではもはやそうした位置づけも不可能な事
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9）実際，そのような解釈を採っているのが高増（2001）である。



が明らかである。

では，資本主義経済における正の利潤の生成はどのように説明されるであろうか？一般化された

商品搾取定理は，労働を含めた任意の生産要素が社会全体を通して，技術的に効率的に利用される

事によって，剰余生産物の生産可能性を保証する事を明らかにしている。では，この剰余生産物が

利潤として資本家に帰属するのはいかなるメカニズムによって説明されるだろうか？Roemer

（1988）や吉原（2001）が既に論じている様に，それは，労働者からの剰余労働の掠め取りではな

く，むしろ生産手段の不均等な私的所有と市場における資本の労働に対する相対的稀少性ゆえに，

その資本財の所有主体である資本家に帰属すべく派生するレント（rent＝賃料）が，正の利潤であ

るという説明で十分である。資本の労働に対する相対的稀少性は，マルクスの『資本論』が考察対

象にしていた 19 世紀自由主義時代の資本主義社会では，相対的過剰人口の「恒常的」存在10）とし

ていわば「様式化された事実」であったと言っても良いかもしれない。これは逆に言えば，労働が

資本に対して相対的に稀少である場合には，労働にレントが帰属する可能性も市場メカニズム自体

は許容する事を意味している。実際に，稀少性の強いある種の知識労働者や技能労働者などが莫大

な高収入を得ている現実を現代社会においても見出す事ができる11）。

生産手段の不均等私的所有が隠れた重要なファクターである事は，資本財所有が均等化された仮

想的市場経済を考えれば，レオンチェフ生産技術体系の下であれ，正の利潤が存在しつつも労働の

搾取が存在しないケースが生じ得る事に容易に気付く筈である。なぜならば，この仮想的市場経済

では全ての雇用労働者は均等な資本財ストックをも所有しているからである。従って，彼らの所得

の源泉は賃金と利潤収入の二つからなり，そのようにして増加した所得の下で購入する消費財ベク

トルの生産に要する労働投入量が労働１単位に相当するケースが生じ得るのである。マルクスの基

本定理を考察する際の資本主義経済モデルでは，資本財は全て資本家たちに独占的に所有されてお

り，労働者たちは労働力以外何も所有しないという前提であったが故に，こうした可能性の考察が

オミットされていたのである。

では，改めて，利潤源泉論とは別の意味での，資本主義経済の特徴を説明する上での労働搾取概

念の有効性は存在するだろうか？マルクスの基本定理の論脈では，残念ながら，労働搾取概念とは

生産要素としての労働の技術的に効率的利用についての条件と解釈するのが妥当とされてしまった

が，本来の労働搾取概念の意図は，何らかの意味での不公正（unjust）な資源配分を表す指標

（Index）として機能することである。すなわち，労働搾取の存在とは，資本主義経済における何ら

かの意味での不公正な資源配分（unjust allocation）の存在を反映するべき性質を持っているべき

なのであり，そのような性質を有さないとすれば，労働搾取概念に資本主義経済体制批判としての

機能を期待する事は不可能である。この問題を探求したものと位置づけられるのが，ジョン・ロー

マー[Roemer（1982）]による「搾取と階級の一般理論」である。

３．２．基本的生産経済モデルと再生産可能解

以下，前提する経済モデルは，その生産技術条件などに関しては２.１節のモデルと全く同一で
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10）ここでいう「恒常的」とは，長期的な傾向としての意味で使っており，いわゆる景気循環の短期的局面にお
ける過剰人口の枯渇の可能性を排除するものではない事に注意すべきであろう。
11）マルクス経済学では，にもかかわらず資本の労働に対する長期的な相対的稀少性が，いわゆる産業予備軍の
メカニズムによって保証され得ると位置づけているものの，このいわゆる「相対的過剰人口の累積的蓄積」
論が資本主義経済の長期的傾向として一般化できるか否かについては，かなり懐疑的にならざるを得ない。



あるとしよう。すなわち，n種類の私的財が存在していて，それは R芋稲R n
芋稲R n

茨における閉凸錘

（closed convex-cone）集合である生産可能性集合 Pの下で生産される。この Pは，２．１節と同

様に A. 1.及び A. 2.を満たし，0憾 Pである。

他方，当該社会の人口は集合 Nからなり，この人口の任意の構成員 í憾 Nは一般に，非負の財

初期賦存ベクトル ùí憾 R n
茨と１労働日に１単位の労働を提供する能力（労働力）を有している。

個々人の間で労働能力と消費選好に関する差異は存在しないものの，財初期賦存の私的所有に関し

ては，一般に個人間で格差が存在する可能性があり，ある個人たちは財の初期賦存が 0憾 R n
茨であ

る可能性も排除していない。社会全体での財の初期賦存量は依然として，ù泳郁í頴 N ùíであり，

その私的所有状態は廓ùí較í頴 Nである。

さらに，２．１節と同様に，任意の個人 í頴 Nは１労働日に１単位の労働を提供する為には，少

なくとも b憾 R n
茨の消費財ベクトルを消費する必要があると仮定する。すなわち，１日１単位労働

を行使する為の労働力を再生産するには，最低限 b憾 R n
茨の消費財ベクトルを購入できるだけの所

得が確保されなければならない。以上より，一つの資本主義経済（a capitalist economy）は，この

節ではリスト宰N;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽で表される。
このように定義された資本主義経済において，全ての個人は等しく当該社会の生産技術 Pに直

面しているが，彼らの所有する資本財初期賦存の貨幣価値額は異なり得る。そのような環境におい

て，任意の個人 í頴 Nは２章のモデルと異なり，以下のような３つの形態で経済活動に参加する

可能性を持っている。一つは，彼の所有する資本ストックを使って自ら働いて生産するという活動

である。そのような形での生産活動水準を

aí厩此芋áí
0,芋aí,aí根憾 P �

で表す事にする。第二に，彼は自分の所有する資本ストックを使って，他人の労働を雇用して生産

活動に関与するという可能性がある。そのような形での生産活動水準を

âí厩此芋âí
0,芋âí,âí根憾 P （8a）

で表す事にする。最後に，彼は他人に雇われて，他人の資本ストックの下で労働する形で生産活動

に関与する可能性がある。彼が他人に雇われている下での労働量を ã í
0 憾拡0,1郭で表す事にする。

任意の個人 í頴 Nは，所与の市場価格体系廓p, w較憾 R n茨1
茨 の下，自分の所有する資本ストックの

貨幣価値額 pùíと１日１単位の労働賦存とをうまく上記の３つの形態の生産活動に配分して，自

らの収入最大化を図ろうとするであろう。すなわち，任意の個人 í頴 Nは，所与の市場価格体系

廓p, w較憾 R n茨1
茨 の下,以下の様な予算制約下の収入最大化問題（P2）

max此aí, âí, ã í
0根憾 P稲P稲拡0, 1郭 p此aí芋aí根茨嵯差左p廓â

í芋âí根芋âí
0
査瑳沙茨wã í

0 廓P2較

s.t. p此aí茨âí根閏 pùí泳W í,

áí
0茨ã í

0 閏 1.

の解となるような経済活動計画此aí,âí, ã í
0根憾 P稲P稲拡0,1郭を選択する。価格体系廓p, w較の下での

問題廓P2較の解の集合を，Aí廓p, w較で表す事とする。

以下では，以下のような記号を適時，用いる：
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β ββ

β ββ

β

β



a嗣泳郁í頴 N áí芋郁í頴 N áí & á0泳郁í頴 N áí
0 ;

â
嗣
泳郁í頴 N âí芋郁í頴 N âí & â0泳郁í頴 N âí

0 ;

a泳郁í頴 N aí & â厩郁í頴 N âí & ã0泳郁í頴 N ã í
0 .

この経済における均衡概念は以下のように定義される：

定義５ [Roemer（1982）]: 任意の資本主義経済宰N;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽に対して，あるプロフィー
ル此廓p, w較,此aí,âí, ã í

0根í頴 N根憾 R n茨1
茨 稲廓P稲P稲拡0,1郭較＃N が一つの再生産可能解（a reproducible

solution）と呼ばれるのは，それが以下の条件を満たすとき，そのときのみである：
� 杏í頴 N, 此aí, âí, ã í

0根憾 Aí廓p, w較,（収入最大化条件）；

� a嗣茨â
嗣
噂廓á0茨â0較b,（再生産可能条件）；

� â0閏 ã0（労働市場均衡条件）；&

� a茨â閏 ù（社会的実行可能性条件）.

定義の各条件の意味は，２．２節の定義１で与えた再生産可能解の説明と基本的には同じである。

定義１では条件�の意味が資本家の利潤最大化の実現であったが，ここでは単なる経済主体の収入

最大化となっている事に注意せよ。しかしいずれにせよ，集合 Nに属する経済主体の制約下の最

適化の実現が再生産可能解の条件である事に変わりはない。

他方，条件�が，集合 Nの外部から労働を雇用するという形式であった定義１の再生産可能解

と異なり，ここでは集合 Nの内部の中で雇用労働をうまく調達しなければならない。ここで不等

式 â0閏 ã0が成立しているのは，賃金率が w噂 pbを満たしている場合に限る事に注意すべきであ

る。もし，w浦 pbの場合には，誰も雇用された下で労働を供給しようとは思わないので ã0厩 0と

なる。他方，雇用するサイドは，賃金率が低下しているので，â0の値をより増やすであろう。従っ

て，w浦 pbの場合には労働市場均衡条件が成立しなくなるのである。

３．３．階級-富対応関係

以下では，経済は再生産可能解の下にあると想定する。ローマーは資本主義経済における階級構

成をモデル化するに当って，各個人が再生産可能解の下で選択する生産活動 此aí, âí, ã í
0根に注目し

た。すなわち，均衡状態において，自分の労働を他人に売る事無く，他人の労働を雇用して生産活

動に関与する個人の集団を資本家階級，逆に他人の労働を雇用する事無く，また，もっぱら自分の

労働が他人に雇用される事によって生産に関わる個人の集団を労働者階級，自営，すなわち，自分

の労働と自分の所有資本だけで生産を行う個人の集団を小市民階層，等々と見做し，それを以下の

様に形式化した。

定義６ [Roemer（1982）]: 任意の資本主義経済宰N;廓P, b較;廓ùí較í頴 N栽が，正の利潤率の伴う再生
産可能解此廓p, w較,此aí, âí, ã í

0根í頴 N根の下にあるとしよう。このとき，資本主義社会における階級
構造は，集合 N の直和分割として定義される以下の４つの部分集合 CH, CPB , CS, CP によって

与えられる：

í憾 CH夏廓茨,茨, 0較憾 Aí廓p, w較;

í憾 CPB夏廓茨, 0, 0較憾 Aí廓p, w較溢廓茨,茨, 0較,廓茨, 0,茨較;
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í憾 C s夏廓茨, 0,茨較憾 Aí廓p, w較;

í憾 CP夏廓0,0,茨較憾 Aí廓p, w較.

但し，廓茨,茨, 0較は áí
0瓜 0, âí

0瓜 0, ã í
0 厩 0 と読む。他も同様。

ここで，集合 CHに属する諸個人は資本家階級に属する，と解釈するに相応しい。なぜならば，彼

らは再生産可能解において自分の所有する資本を生かして自分で働くのみならず，他者を雇用して

働かせて生産活動に関与しているからである。他方，集合 CPBに属する諸個人は中産階級に属す

る，と解釈するに相応しい。なぜならば，彼らは再生産可能解において自分の所有する資本を生か

して専ら自分で働くという自営業として，生産活動に関与しているからである。また，集合 C sに

属する諸個人は兼業労働者階級に属する，と解釈するに相応しい。なぜならば，彼らは再生産可能

解において自己所有資本の下で自己労働する以外に，他者に雇用されてその指揮下で労働するとい

う形態で生産活動に従事しているからである。最後に集合 CPに属する諸個人は労働者階級に属す

る，と解釈するに相応しい。なぜならば，彼らは再生産可能解において，専ら他者に雇用されてそ

の指揮下で労働するという形態で生産活動に従事しているからである。

以下では，定義６で与えられた資本主義社会における階級構成が，資本財の貨幣価値額，すなわ

ち富の不均等初期賦存ゆえに，再生産可能解において人々の合理的意思決定の結果として再生産さ

れるメカニズムを見ていこう。議論の見通しやすさの為に，第２章でしばしば用いた２財のレオン

チェフ生産経済を再び想定しよう。

図５は図４までと同様のレオンチェフ生産経済を描いている。この図の縦軸の原点からの長さは，

再生産可能解における個々人の所得水準を表す事が可能である事に気付かれたい。今，労働の賃金

率を前章と同様に１であると仮定し，再生産可能解の下での当該経済の均等利潤率が ð瓜 0で与

えられているとしよう。すると，１単位の労働賦存と非負の資本財初期賦存 ùí憾 R n
茨とを持つ任

意の個人 í憾 N が， 再生産可能解の価格体系 廓p, 1較の下で獲得できる収入の最大値は
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図５

í頴 C s夏 0浦 W í浦
a頴 P廓p較

min
嵯差差左

pa
á0

査瑳瑳沙

夏 1浦磯í廓p較浦
a頴 P

min ð
廓p; á0厩 1較

pa茨1

where 磯í廓p較厩 ðW í茨1.



磯í廓p, 1較泳 ðW í茨1（但し，W í泳 pùí）となる。収入１の所得曲線は点 bを通る B廓p, 1較であった。

この曲線と図５の縦軸との交点がちょうど所得水準１を意味する。従って，もしW í瓜 0の個人で

あれば， 直線 B廓p, 1較と平行な，しかしその上方に位置する直線として， 彼の所得曲線

B廓p,磯í廓p, 1較較を描く事ができ，それと図５の縦軸との交点が彼の所得水準磯í廓p, 1較瓜 1を表すも

のとなる。明らかに，諸個人の所得の違いは縦軸でのその高さの違いとして表され，その違いは所

有する資本財価値額W íの大きさを反映している。

ところで，今，再生産可能解の価格体系廓p, 1較の下で最大利潤率 ð瓜 0を保証する生産計画の

集合を P廓p, 1較盈 P で表す事にしよう。幸いにして，レオンチェフ生産体系を前提する限り，

P廓p, 1較厩 ·Pである。但し，·Pは生産可能性集合のフロンティアからなる部分集合である。すな

わち，レオンチェフ生産体系における再生産可能解の価格体系廓p, 1較はフロベニウス正固有ベク

トルとして決まるので，全ての生産活動が均等利潤率を保証するのであった。この集合 P廓p, 1較の

うち， 直接労働投入が１に相当する生産計画を集めた部分集合を P廓p, 1: á0厩 1較泳

格a憾 P廓p, 1較角á0厩 1隔としよう。これはレオンチェフ生産体系の下ではちょうど P廓A, L較廓á0厩 1較
嗣

に属する純産出ベクトルを生産する生産計画の集合となる。このようにして定義された

P廓p, 1: á0厩 1較の各生産計画 a厩廓芋1,芋a, a較憾 P廓p, 1:á0厩 1較に対応して，価値額 ðpa が一意

に定まる。従って，価値額 ðpaが最小になる生産計画と最大になる生産計画とが存在する。図５

で描かれるレオンチェフ生産体系の場合，ðpaが最小になる生産計画はベクトル線分廓e1芋a1較と

直線 P廓A, L較廓á0厩 1較
嗣

との交点をちょうど純生産するものである。同様に，ðpaが最大になる生産計

画は，ベクトル線分廓e2芋a2較と直線 P廓A, L較廓á0厩 1較
嗣

との交点をちょうど純生産するものである。

図５より明らかに，ðpaが最小になる生産計画は純産出 ç廓e1芋a1較に帰結し（但し，0浦 ç浦 1），

ðpaが最大になる生産計画は純産出 ç袷廓e2芋a2較に帰結する（但し，ç袷瓜 1）。

ここで，再生産可能解の価格体系廓p, 1較の下で獲得できる収入の最大値磯í廓p, 1較が，

1浦磯í廓p, 1較浦minP廓p, 1:á0厩 1較ðpa茨1 �

である任意の個人 í頴 Nの生産活動について見てみよう。彼は所得が１より大きいので，何らか

の大きさの価値額のある資本財を所有している。しかしその富の大きさは十分なものではなく，労

働１単位投入に比してもっとも資本投入額が小さくて済む生産計画である min P廓p, 1: á0厩 1較を

採用しても尚，労働１単位を使い切る事が出来ない程度のものでしかない。つまり，彼は自分の資

本W íでもって自分の１日１単位労働量を完全雇用することすら出来ない。従って，労働供給によっ

て得られる賃金収入を最大化するためには，彼は余った労働時間を他者に雇ってもらって，その指

揮下で働くしかないのである。こうして彼は収入最大化行動の結果，最善でも 廓茨, 0,茨較憾

Aí廓p, 1較という形態で活動するしかない。つまり í頴 CSである。つまり�式の成立するような所

得水準の個人は全て兼業労働者階級に属する事が帰結するが，このような所得水準の個人の初期賦

存の資本価値額の大きさは

0浦W í浦mina憾 P廓p, 1:á0厩 1較
pa
á0

嵯差差差左

査瑳瑳瑳沙
（9a）

となる事を確認出来る。それは�式の変形によって容易に導く事が出来る。

次に，再生産可能解の価格体系廓p, 1較の下で獲得できる収入の最大値磯í廓p, 1較が，

minP廓p, 1: á0厩 1較ðpa茨1閏磯í廓p, 1較閏maxP廓p, 1: á0厩 1較ðpa茨1 ��
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である任意の個人 í憾 Nの生産活動について見てみよう。彼の場合，対応する所有資本価値額の

大きさは

miná憾 P廓p, 1: á0厩 1較

pa
á0

嵯差差差左

査瑳瑳瑳沙
閏W í閏maxá憾 P廓p, 1:á0厩 1較

pa
á0

嵯差差差左

査瑳瑳瑳沙
（10a）

である。á0厩 1である事を考慮すれば，上の不等式が意味する事は，彼は適当な生産計画を選ぶ

事で，ちょうど彼自身の労働１単位を完全雇用する事ができる事を意味する。そのことによって，

彼は労働による賃金収入を最大化できるし，また，その結果としてそれ以上の労働を雇用するだけ

の資本を有してはいない。 すなわち， 彼は収入最大化行動の結果， 最善で 廓茨, 0,0較憾

Aí廓p, w較溢廓茨,茨, 0較,廓茨, 0,茨較という形態で活動する。つまり í憾 CPBである。

また，再生産可能解の価格体系廓p, 1較の下で獲得できる収入の最大値磯í廓p, 1較が，

maxP廓p,1: á0厩 1較ðpá茨1浦磯í廓p, 1較 ��

である任意の個人 í憾 Nはどうなるであろうか？彼の場合は，富の大きさはかなりのものであっ

て， 労働１単位投入に比してもっとも資本投入額が大きくなる生産計画である

max P廓p, 1: á0厩 1較を採用しても尚，労働１単位の雇用のみでは資本を完全稼動できない。した

がって，労働収入の最大化の為に，自己労働を自分の資本で雇用しつつも，資本利潤の収入最大化

のためには，資本を完全稼動するまで他人を雇用して労働させるしかない。つまり彼は，収入最大

化の結果として廓茨,茨, 0較憾 Aí廓p, w較となる。すなわち，í憾 CHである。この場合，彼の富の大

きさは��式を変形する事より以下のようになる：

maxá憾 P諌p, 1:á0厩 1較

pa
á0

嵯差差差左

査瑳瑳瑳沙
浦W í. （11a）

最後にW í厩 0の個人は，明らかに廓0, 0,茨較憾Aí廓p, w較によって収入の最善化を得るしかない。

つまり，í憾 CPである。

このようにして，我々は図６を導く事が出来るのである：
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図６ 富-階級対応関係

í憾 C s艦 0喚W í喚
a憾 P諌p含

min
嵯差差左

pa
á0

査瑳瑳沙

夏 1浦磯í廓p較浦
a憾 P

min ð
廓p; á0厩 1較

pa茨1

where 磯í廓p較厩 ðW í茨1.



すなわち，以下の定理を導く事が出来る：

定 理 ４ [Roemer （1982）] （Class-Wealth Correspondence）: 任 意 の 資 本 主 義 経 済

宰N;廓P, b較;廓ùí較í憾 N栽において，その生産技術体系がA1袷とA2袷を満たすレオンチェフ体系とし

て特徴付けられるとしよう。 この経済が， 正の利潤率の伴う再生産可能解 此廓p, w較,

廓aí,âí, ã í
0較í憾 N根の下にあるとしよう。このとき，

í憾 CH艦諌11a較; í憾 CPB艦諌10a較; í憾 CS艦諌9a較; & í憾 CP艦W í巻 0.

前述したように，図６の縦軸の位置は所得水準を表している。そして所得の大きさはそのままその

個人の所有する資本価値額＝富の大きさに比例している。従って，図６が示しているのは，まさに

定理４が主張する階級-富の対応関係である。つまりもっとも富の水準の高い個人達が，収入最大

化の結果として，資本家階級を構成し，順次，所有する富の大きさに基づいて，中産階級，兼業労

働者階級が構成されるのである。そして，マルクスが主張したように，富が無所有の個人たちが労

働者階級を構成する。

ここで注目すべきは，いずれの個人も経済活動における合理的選択の結果として，それぞれの所

属先の階級が決まっているものの，その選択のプロセスにおける機会の大きさには大きな違いがあ

るという点である。資本家階級 CHに属する個人は，それ以外にも，自営業者として活動する事も

可能であるし，兼業労働者や，プロレタリアートそのものとして活動する事も可能である。その上

で，収入最大化の結果として資本家になっているのであって，それ以外の生き方が不可能であった

というわけではない。他方，労働者階級 CPに属する諸個人は，それしか選択肢が無かったという

人々である。資本家や自営業者として生きる事も可能であったが，責任の重い経済生活を嫌って気

楽なプロレタリアートの道を選んだ，というわけでは決してない。資本主義社会における人々の階

級分解とは，こうした人生選択における機会の不均等の存在の下で生じる事を上記の定理４は含意

している。特にそうした機会の不均等は，仮に能力に関する人々の間の格差がそれほど有意でない

ような経済環境であっても，資産の格差さえあれば直ちに生じてしまう事，その結果として階級分

解とその世代を超えた再生産のメカニズムが容易に成立してしまう事を，含意しているのである。

３．４．富-搾取対応関係

引き続き，正の利潤率の伴う再生産可能解の下に経済があるとしよう。ここで，労働搾取の観点

から，人々を搾取者と被搾取者とに分類し，そうした搾取関係と富の不均等所有関係について，以

下では論じる事にしたい。

今，任意の財ベクトル c憾 R n
粥 に関して，再生産可能解の価格体系 廓p, 1較の下で最大利潤率

ð瓜 0を保証する生産計画の集合 P廓p, 1較の下でその財ベクトルを純産出可能とする生産計画の集

合を

ö廓c;廓p, 1較較泳格a憾 P諌p, 1較角a嗣噂 c隔

としよう。生産可能性集合がレオンチェフ体系の場合，ö廓c;廓p, 1較較厩 ö廓c較である。このとき，

財ベクトル c憾 R n
粥の労働価値は，再生産可能解の価格体系廓p, 1較に依存する形で以下のように定

義される：

l. v.此c;廓p, 1較根泳min砂詐鎖á0
裁際載a厩廓芋á0,芋a, a較憾 ö此c;廓p, 1較根坐座挫.
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その結果，労働搾取者と労働被搾取者は以下のように定義される：

定義 7 [Roemer（1982）]: 任意の資本主義経済宰N;廓P, b較;廓ùí較í憾 N栽が，正の利潤率の伴う再生
産可能解此廓p, w較,廓aí, âí, ã í

0較í憾 N根の下にあるとしよう。このとき任意の個人 í憾 N に関して：

íは被搾取者である夏maxc憾 B此p,磯í廓p, 1較根l. v.此c;廓p, 1較根浦 1;

íは搾取者である夏minc憾 B此p,磯í廓p, 1較根l. v.此c;廓p, 1較根瓜 1.

すなわち，自分の所得で購入可能な消費財ベクトルのうち，その労働価値がもっとも大きいものを

選んだとしても，それが尚，１単位労働に達しない個人は，当該資本主義経済において搾取されて

いる，とされる。他方，自分の所得で購入可能な消費財ベクトルのうち，その労働価値がもっとも

小さいものを選んだとしても，それが尚，１単位労働を超える個人は，当該資本主義経済において

搾取している，とされる。いずれの個人も最大限１単位の労働を供給する形で当該経済の生産活動

に関与している。しかしそうした関与の結果として受け取る所得で購入可能な財の生産に社会的に

必要な労働投入量が彼の供給した労働量に及ばないならば，彼の提供労働の一部は彼自身の所得獲

得の為ではなく，他の誰かの為に利用されている事を意味する。その意味で彼はその労働を搾取さ

れている，と言うわけである。他方，彼の所得で購入可能な財の生産に社会的に必要な労働投入量

が彼の供給した労働量を超過しているならば，彼の所得の一部は，彼以外の他の誰かの労働が投下

された故に可能となったと言える。その意味で彼はその労働を搾取している，と言うわけである。

以上の労働搾取の定義は，置塩・森嶋の搾取の定義を，賃金以外の収入源を持つ個人にも適用可

能に拡張したものと言える。置塩・森嶋型の搾取の定義３では，生産要素としての労働の技術的に

効率的な利用としての解釈の余地が大きかったが，ローマー型の定義 7の場合，供給労働と取得労

働との格差として定義される事によって，労働配分と成果配分の間の不均等としての搾取関係の構

造がより見通しやすいものとなっている。また，定義 7の場合，搾取の定義に際して諸個人の消費

財ベクトルに依存する形式にはなっていない。諸個人がいかなる消費財ベクトルを実際に購入・消

費するかに関わり無く，被搾取者の取得労働は彼の所得の下で獲得可能な最大労働量として，他方，

搾取者の取得労働は彼の所得の下で獲得可能な最小労働量として定義されている。

以上の考察の下で富の所有関係と搾取関係の対応性について見てみよう。最初に労働価値額がちょ

うど１単位労働となるような非負消費財ベクトルについて考えてみよう。そのような消費財ベクト

ルは，それを純産出する為に社会的に要した労働投入量がちょうど１労働単位であったのだから，

それは我々が幾何的に考察してきた２財レオンチェフ生産経済モデルにおける

P廓A, L較廓á0厩 1較允R 2
茨

嗣
に一致する。この集合 P廓A, L較廓á0厩 1較允R 2

茨
嗣

に属する非負消費財ベクトルのう

ち，再生産可能解の価格体系廓p, 1較で評価してもっともその価値額が低いものをc
始と記す。逆に，

もっともその価値額が高いものを c始と記す。ベクトル c
始を価格 pで評価した価値額 pc

始が図 7 の縦

軸上の点として描くことができる。
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ここで，もしある個人の í憾 Nの所得磯í廓p, 1較が pc
始の高さに及ばないのであれば，彼は自分

の所得の範囲内でいかなる消費財ベクトルを選択しようとも，それを通じて獲得できる労働量は１

に満たない事が解る。従って，彼は定義 7に基づけば被搾取者であるということになる。図 7では，

W í厩 0の個人の所得水準１よりも価値額 pc
始が高く描かれている。もしこの図の位置関係 1浦 pc

始
が正しいのであれば，W í厩 0の個人は確かに被搾取者であるという事になろう。また，図８では

所得水準が１よりも大きいものの，pc
始よりも低い個人が描かれている。彼もまた，被搾取者と言

うことになる。
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図 7 磯í廓p, 1較厩 1の個人は被搾取者である

í is exploited where W í厩 0,
and 磯í廓p較厩 1.

図８ 1浦磯í廓p, 1較浦pc
始
となる個人も被搾取者

í is exploited 夏 W í浦
p 芋1

ð

where 磯í廓p較厩 ðW í茨1.

c
始



逆に図９が示すように，価値額 pc始よりも高い水準の所得を得ている個人は搾取者と言える。なぜ

ならば，図９で示されているように，予算曲線 pc始上で選択可能な非負の消費財ベクトルの中で，もっ

ともその労働価値額が低いものが c始になっているからだ。c始の労働価値は１単位労働であったから，

pc始よりも高い所得を得ている個人であれば，その所得を通じて購入可能な消費財ベクトルの中で，

労働価値額がもっとも低いベクトルを選んだとしても尚，その値は１よりも大きくなるからである。
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図９ 磯í廓p, 1較瓜 pc始となる個人は搾取者

í is an exploiter 夏 W í浦
pc始芋1

ð

where 磯í廓p較厩 ðW í茨1.

図 10 富-搾取対応関係



このようにして見て来ると，所得水準が pc
始
未満の個人は全て被搾取者であることが解る。同様

に，所得水準が pc始よりも高い個人は全て搾取者である事が解る。前節でも確認したように，この

モデルの経済では，所得の大小は資本の初期保有価値額（＝富）の大小関係をそのまま反映してい

るから，以上の結果は，富のより大きい個人が搾取者となり，富のより小さい個人が被搾取者とな

る関係を意味している。以上を幾何的に表しているのが図 10 である。

また，以上の議論を纏めると以下のような定理として整理できる：

定理５ [Roemer （1982）] （Wealth-Exploitation Correspondence）: 任意の資本主義経済

宰N;廓P, b較;廓ùí較í憾 N栽において，その生産技術体系がA1袷とA2袷を満たすレオンチェフ体系とし

て特徴付けられるとしよう。 この経済が， 正の利潤率の伴う再生産可能解 此廓p, w較,

廓aí,âí, ã í
0較í憾 N根の下にあるとしよう。このとき，

í憾 Nは被搾取者である艦 W í喚諌pc
始芋1較慰ð ;

í憾 Nは搾取者である艦W í堪諌pc始芋1較慰ð.

ここで一般に廓pc始芋1較慰ð噂廓pc
始芋1較慰ð である事から，人々の搾取関係における地位は，彼らの

所有する富の大小関係をそのまま反映する事が明瞭である。すなわち，資本所有の不均等が十分に

大きくて，ある個人たちは彼らの所有する富が廓pc始芋1較慰ðよりも大きく，また，他の個人たちは

彼らの所有する富が廓pc
始芋1較慰ðより小さくなっている，という格差関係が存在するとき，搾取-被

搾取の関係も生成する事が，この定理によって明らかにされている。すなわち，搾取関係の存在は

資本所有の不均等性によって生じる事が示されており，資本所有の不均等性が十分に大きくなく，

全ての個人の富が廓pc
始芋1較慰ðより以上で廓pc始芋1較慰ðより以下になるようなより平等的な世界では，

市場経済であっても搾取関係は生じないとも言えるのである。

こうした視角は，置塩・森嶋のマルクスの基本定理に関する分析からは見出されなかったもので

ある。置塩・森嶋のモデルは，二大階級モデルとなっており，富の無所有な労働者たちと富を独占

的に所有する資本家たちだけからなる世界で搾取の問題を論じていた。そのため，富の所有制と搾

取の存在との内生的関係が問われないままであったのである。富-搾取対応関係の定理が示すよう

な，搾取関係の存在の有無は富の不均等所有状態についての一つの指標であるという含意は，ロー

マー・モデルにおいて初めて明らかにする事が出来たのである。

３．５．階級-搾取対応原理

定理４と定理５の議論から，搾取関係と階級関係に関しても対応関係が見出される事が予想され

よう。実際，資本家階級は搾取者から構成され，兼業労働者階級と労働者階級は被搾取者から構成

される事を内生的に示す事が出来る。これを搾取-階級対応原理と称し，以下のように纏められる：

定理６ [Roemer（1982）]（Class-Exploitation Correspondence Principle）: 任意の資本主義経済

宰N;廓P, b較;廓ùí較í憾 N栽において，その生産技術体系がA1袷とA2袷を満たすレオンチェフ体系とし

て特徴付けられるとしよう。 この経済が， 正の利潤率の伴う再生産可能解 此廓p, w較,

廓aí,âí, ã í
0較í憾 N根の下にあるとしよう。このとき，

í憾 CH缶 í憾 Nは搾取者である ;

í憾 CS印CP加 í憾 Nは被搾取者である .
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定理６の証明: 定理の証明は，図 11 を用いて幾何的に与えられ得る。図 11 は，図６と図 10 と

を重ねあわせたものである。例えば資本家階級に属する任意の個人が搾取者である事を示す為に

は，

maxP廓p, 1:á0厩 1較ðpa茨1瓜 pc始 ��

が普遍的に成立する事を示せれば十分である。��式の両辺のいずれも法線ベクトル p によって

傾きが与えられた右下がりの直線であるから，この二つの直線が交差する可能性はない。

maxP廓p, 1: á0厩 1較ðpa茨1か pc始かのいずれかが大きいかもしくは等しいかを確定する事ができる。

ところで maxP廓p, 1:á0厩 1較ðpa茨1 は直線 P廓A, L較廓á0厩 1較
嗣

とベクトル ç袷廓e2芋a2較（但し，ç
袷瓜 1）と

の交点を通り，法線ベクトル pによって定まる直線と縦軸との交差点によってその大きさが表

現される。すなわちそれは，ベクトル ç袷廓e2芋a2較の価格 pによる評価額であった。他方，pc始は

直線 P廓A, L較廓á0厩 1較
嗣

と縦軸との交差点によってその大きさが表現される。それはベクトル c始の価

格 pによる評価額であった。ところで同じ右下がりの直線 P廓A, L較廓á0厩 1較
嗣

上の点でありながら，

ベクトル ç袷廓e2芋a2較が縦軸の左側に位置し，ベクトル c始が縦軸上に位置する以上，同じ法線ベ

クトル pで評価すれば，ç袷廓e2芋a2較がベクトル c始より高い評価額になるのは幾何的性質上，明

らかである。したがって，��式が普遍的に成立する。

同様の議論は，兼業労働者及び労働者階級の個人が被搾取者である事を示す場合にも適用され

る。その場合は，

minP廓p, 1:á0厩 1較ðpa茨1浦 pc
始 ��

を示せばよい。その証明は��式の証明方法にアナロジカルに行われる。 Q.E. D.
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図 11 階級-搾取対応原理

Class-Exploitation Correspondence Principle
í憾 CP印CS加 í is exploited,

í憾 CH加 í is an exploiter.



以上の定理４, ５, 及び６より，富を豊かに所有する諸個人は資本家階級に属する搾取者となり，

富の所有があまり豊かではない，ないしは無所有な諸個人は兼業労働者階級ないしは労働者階級に

属する被搾取者となる社会関係が内生的に生成するのは，物的資本財の不均等な私的所有が存在す

るとき，そのときのみである事が明らかにされた。搾取関係と階級関係，および富の所有関係とが

鮮明に対応するのは，マルクス主義の想定する資本主義的世界像そのものであるわけで，この対応

原理は，こうしたマルクス的資本主義の世界が，私的所有制の確立した市場経済における諸個人の

合理的選択の均衡帰結として導出されるという意味で，安定性を有することを確証するものである。

そもそも，マルクス派にとって，階級-搾取対応原理が述べる事，すなわち資本家階級が搾取者

階級であり，労働者階級が被搾取者階級である，という言明は，資本主義社会に関する公理そのも

のであって，他の諸公理から導出されるような定理として位置づけられるようなものではなかった。

対して，階級-搾取対応原理の定理はマルクス派のこの「公理」の合理的基礎付けを与えるものと

して位置づけられるのである。ここで想定した資本主義経済のモデルは，レオンチェフ生産体系と

いう単純なモデルであるとは言え，基本的には極めて標準的な私的所有制の市場経済のモデルその

ものである。そのような標準的な設定から，極めてマルクス主義的な資本主義世界像が内生的に導

出され得る事を示した点にこれらの貢献の意義があると言える。

また，搾取者であるか被搾取者であるかという分類は，搾取-階級対応原理に基づけば，それぞ

れの個人の人生選択に関する実質的機会集合の不均等を意味するのである。すでに言及したように，

富の大きい搾取者は労働者としても自営業者としても生きる事は可能であるが，合理的意思決定の

結果として資本家として生きる道を撰んでいるのに対して，富を持たない被搾取者はそもそも労働

者として生きる可能性しか選択肢にないのである。ここで，全ての個人は等しく収入最大化を目的

に合理的に行動しているので，この２人の境遇の違いは彼らの間での主体的な努力の違い等に基づ

くものでない事は明瞭である。そして，富-階級対応関係の定理に基づけば，２人の実質的機会の

不均等は富の初期保有の違いに起因している事が解る。現代的な分配的正義の観点から見れば，個

人間の生き方の選択に関する機会集合の不均等が彼らの主体的努力の違いには基づかず，それ故に

彼らの責任性を問う事が出来ないようなある客観的要因に基づく限り，そのような不均等をもたら

す制度は正義の基準を満たさないと判断される12）。資本主義経済はまさにこのような意味での不公

正な社会的帰結をもたらし得る点に批判されるべきポイントがあり，上記の定理４, ５, 及び６は

その問題を明らかにしたと位置づける事が出来るのである。

３．６．マルクス的労働搾取論の限界

前節で明らかなように，富-階級-搾取対応原理は階級関係及び搾取関係の生成を生産手段の不均

等私的所有の存在から説明する。この議論は確かに資本主義社会についてのマルクス的特徴付けと

整合的である。

しかしながら，現代の経済学の到達点から見れば，富-階級-搾取対応原理というのは，現代とい

うよりはむしろ，19 世紀の古典的自由主義時代の資本主義社会の特徴づけの議論であると見なす

方が妥当である。その理由の一つとして，富-階級-搾取対応原理の成立条件の限定性というのがあ
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12）このような観点からの現代的分配的正義の議論として，Rawls（1971），Dworkin（1981），Sen（1980, 1985），
Aernson（1990），Cohen（1989, 1993）等が挙げられる。彼らの哲学的議論を数理経済学的手法で検討した研
究として Roemer（1996）は有益である。



る。ローマー自身が明らかにしているように，富-階級-搾取対応原理は，例え単純なレオンチェフ

生産経済モデルの下であっても，諸個人が労働に対する不効用（すなわち，余暇に対する選好）を

持つような設定の下では，一般的には成り立たなくなる[Roemer（1982, chapter 6; 1986; 1994）]。

すなわち，全ての個人が同一に，所得と余暇に関する代替的な効用関数を持っているような経済

環境においては，その効用関数から導かれる労働供給関数が富の増加に対して非弾力的な性質を持っ

ている事が，富-階級-搾取対応原理の成立の必要十分条件となるのである13）。すなわち，富の変化

に対応して労働供給が変化する際に，富の増加率よりも労働供給の増加率が低い場合には，富-階

級-搾取対応原理は依然として成立する。さもなくば，富のより小さい人が搾取者になり，富のよ

り大きい人が被搾取者になるというパラドキシカルな状況が生じ得る。もっとも，労働供給の富の

増加に対する非弾力性というのは，豊かになればなる程，さらなる所得の増加よりも余暇の増加へ

の選好が増すという事であり，限定的とはいえ，比較的自然な仮定であると言えるかもしれない。

一部にワーカホリックな資本家がいる事はありえても，全体として資本主義社会の大雑把な特徴と

して富-階級-搾取対応原理を主張する際に，労働供給の富の増加に対する非弾力性という条件はそ

れ程，強い制約とは言えないかもしれない14）。

しかし現代の市場経済の特徴づけを考える際に，より大きな制約と思われるのは，富-階級-搾取

対応原理の議論を含め，一般にマルクス派のモデルは労働の同質性及び，労働能力の個人間格差の

皆無性という前提に立っている点である。もちろん，市場で売買される消費財の種類がそれほど多

様ではなく，また，労働といえば機会制大工業の下での単純労働が主流であった 19 世紀の産業資

本主義の時代であれば，選好の同一性や労働能力の同一性という仮定も「様式化された事実」とし

て正当化可能であると言ってよいかもしれない。従って，そうした前提の下で導き出される富-階

級-搾取対応原理は，19 世紀の古典的自由主義時代の資本主義経済システムへの批判として説得性

を持ち得るように思う。

しかし，選好が多様化し，かつ，労働能力の違いが就労機会により大きく影響を与える現代の市

場経済の下では，労働能力の格差に起因する所得の格差や人生選択の機会の不均等は，より主要な

分配的不公正の問題となっていると考えられている。いわゆる物的資本財の不均等私的所有などの

ような資産の不平等も，それがその子弟の教育機会の格差を通じた労働能力の格差を助長するとい

う点で，関わってくると見なされており，労働能力の格差という要因抜きに現代の市場経済におけ

る不均等問題を論ずるのは妥当でないと思われる。雇用労働者間での選好の違いや能力の違いによ

る格差の拡大もまた，現代の市場経済システムの資源配分機能を評価する上で，本質的な要因であ

ると言える。先天的に優れた労働能力を持つ有能な労働者と，過去に積み立ててきた貯蓄を元手に

僅かばかりの利子収入を得て暮らす病弱な老年期の個人が存在する社会を考えてみれば，前者が後

者よりも所得も人生選択の機会も大きいのは明らかである。しかし定義 7に基づく伝統的な労働搾

取の観点から評価すれば，有能な労働者は被搾取者になるかもしれず，他方，病弱な老年期の個人

は搾取者になり得る。これは，伝統的なマルクス的労働搾取概念では，現代の資本主義経済の適切

な批判的特徴付けが不可能であろう事を示唆している。

伝統的なマルクス経済学では，経済的強者の優位性はもっぱら，その物的生産手段の私的所有に

よって説明される。しかし，現代の市場経済における所得の格差拡大問題を考える際には，経済的

（ ） 56－2経 済 学 研 究94 278

13）これについては，Roemer（1982, chapter 6; 1986; 1994）の他，吉原（1998, 1999）等を参照せよ。
14）ローマー自身の労働搾取論に関する総括については，吉原（1998,1999）を参照せよ。



強者の優位性は，例えば金融資産の多さだけで説明されるべきものではなく，優れた能力・人的資

本の所有者であるか否かも重要な要因になっている。その点に立脚した，新たな搾取概念なり代替

的な well-being指標を開発する必要があるように思われるのである。

４．結びに代えて

以上，本稿では主にレオンチェフ生産技術体系の下での資本主義経済モデルに限定して，アナリ

ティカル・マルクシズムの，数理的マルクス経済学の分野における労働搾取論に関する主要な貢献

について概観してきた。すなわち第一に，いわゆる置塩信雄・森嶋通夫等の貢献によって発展して

きたマルクスの基本定理が，いわゆる「利潤の唯一の源泉としての労働搾取」論の正当化としては

位置づけられない事を，一般化された商品搾取定理などによって明らかにした事について。第二に，

その上で，労働搾取概念の意義を，利潤源泉論としてではなく，むしろ富や所得の不平等や人生選

択の機会の不平等の存在を示す指標として位置づける含意を持つ，富-階級-搾取対応原理を論証し

た事についてである。さらに，富-階級-搾取対応原理をマルクス主義の「公理」として位置づけ，

そのような対応関係が内生的に生じる資本主義経済モデルというものが，むしろ 19 世紀的産業資

本主義時代のそれ特有の性格に限定されており，現代的な市場経済における所得や富，並びに機会

の不平等や格差拡大の現象を説明する上では，伝統的なマルクス的労働搾取概念はもはや不十分な

パフォーマンスしか期待し得ない事について言及した。

以上の議論はしかしながら，数理的マルクス経済学の分野における労働搾取論に関するものに限っ

てみても，依然として，アナリティカル・マルクシズムの主要な貢献の一部を論じたに過ぎない。

とりわけ，結合生産の可能性や消費選択の多様性を含んだより一般的な経済モデルに拡張した下で

の数理的労働搾取論の展開は，アナリティカル・マルクシズムの重要な貢献の一つである。本稿で

扱ったレオンチェフ経済モデルでの，マルクス主義的資本主義の世界像に極めて整合的な諸定理の

多くは，上記のようなより一般的な経済環境の可能性を許容するモデルに拡張するや否や，無条件

には成立しなくなる事が知られている。

例えば，マルクスの基本定理に関しては，定義３で与えたような森嶋的労働搾取の定義であって

も，結合生産の可能性を許容するモデルの下では無条件に成立しなくなる事がローマーなどの研究

[Roemer（1980; 1981）]によって明らかにされている。また，労働者の消費選択の多様性を導入し

た場合であっても，本稿の定理２が示すように，レオンチェフ経済モデルでは，無条件にマルクス

の基本定理が成立した。しかし結合生産を許容するより一般的なモデルの下では，やはり無条件で

は成立しなくなる事が最新の研究15）によって明らかになっている。

他方，富-階級-搾取対応原理に関しても，定義３で与えたような森嶋的労働搾取の定義のままで

は，結合生産の可能性を許容するモデルの下では一般に成立しなくなる事がローマーの研究

[Roemer（1982）]によって知られている。この問題を解消すべく提唱された代替的定義が定義 7で

与えたようなローマー型労働搾取の定義であったのだが，実は，この場合であっても，やはり結合

生産の可能性を許容するモデルの下では富-階級-搾取対応原理が一般に成立しない事が最新の研究

で明らかになっている16）。

こうした結合生産モデルにおいて生じるマルクス的労働搾取論の諸困難について，及びその解決
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15）例えば，吉原（2005），Yoshihara（2006）など。



の為の労働搾取の代替的定義の可能性等については，本稿では一切，言及していない。これらの問

題に関する最新の成果を含めた，アナリティカル･マルクシズムの研究諸成果のより包括的な議論

に関しては，近い将来に出稿予定の拙著『マルクス的労働搾取の厚生的特徴』において展開する予

定である。しかし現時点での，このトピックの成果に関心のある読者は，吉原（2005）及び

Yoshihara（2006）を参照すれば，現在進行中の研究プロジェクトの動向を垣間見る事が出来るで

あろう。

�本稿は，東北大学大学院文学研究科 COEプロジェクト（佐藤嘉倫教授代表）主催ワークショップでの報告『ア

ナリティカルマルクシズムにおける搾取理論と分配的正義論』を主な内容として，書き下ろしたものである。当

該ワークショップに招聘いただき，この報告の機会を与えていただいた佐藤嘉倫氏及び，その他ワークショップ

に参加戴いた全ての方々に深謝する次第である。また，本稿の一部の節を書き上げるにあたり，松尾 匡氏（久留

米大学経済学部）との議論が有益であった。最後に，筆者のマルクス経済学への学問的契機を与えて戴いた 渡

興 教授（北海道大学大学院経済学研究科）に，本稿を捧げる形で長年の御恩に対する謝意を表明したい。本稿

の示唆する筆者の学問的方向は，教授の本来望んだであろう方向性からは大きく逸脱してしまった事に関しては

自覚しているとはいえ，筆者がマルクスの理論について再考するときに常に理解の出発点としてあったのは，教

授から学部時代のゼミや講義を通じて学んできたものが土台になっているのは紛れもない事実である。
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